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橋梁年鑑 平成16年版 完成しました 

 
平成１６年版の写真・図集編では、３径間バランスタイドアーチ橋として国内最長支間となる北上大橋、大小二つの単弦ローゼ橋か

らなる謙信公大橋、伝統行事「鵜飼い」の開催流域に架けられた鵜飼い大橋、PC床版に主構機能を持たせた複合トラスの椿原橋、鉄

道単独橋としては日本最大の支間を有する荒川橋りょう（つくばエクスプレス）などを含め、１３５橋を掲載しています。 

　また、資料編では６３９橋（道路：６０７、鉄道橋：１６、その他の橋梁：１６）を型式別に分類し掲載しています。 

　お申し込みは・・・ 

 社団法人　日本橋梁建設協会　事務局へ 

 

写真・図集編掲載例 

北上大橋 

●鋼橋の計画資料として、同形

式の構造一般図作成の資料

としてご利用ください。 

●橋の見学には架設場所の住

所を参考に現地へ 

●資料編掲載例　ローゼ橋 ●鋼橋の計画資料として、統計的な資料としてご利用ください。 

●掲載橋梁：平成14年度完工 

●編集・発行：社団法人 日本橋梁建設協会 

●平成16年9月発行、B5版、249ページ 

 

支間割 

（m） 

152.9 

36.9+4.4+148.0+4.4+30.9 

137.4

 

幅員（ｍ） 

車道 

2@8.00 

9.25 

9.00～9.60

 

鋼重 

（t） 

2,424 

1,345 

1,123

 

最高鋼種 
 

SM570 

SM490Y 

SM490Y

 

橋挌
 

 

B 

B 

B

 

橋床 
 

下路・RC 
（I形鋼格子） 

 

 

架設方法 
 

TR.C.ベント 
自走式台車送出し 

上路・RC 

下路・RC 

 

C.E.斜吊り 

C.E.斜吊り 

 

 

歩道 

2@3.30 

─ 

2@2.25

 
総鋼重 
（t）
 

3,592 

1,395 

1,264

 
橋長 
（m）

 

241.4 

226.0 

140.0

 

所在地 

 

新　潟 

愛　媛 

奈　良 

 

発 注 者 

 

新  潟  県 

道路公団 

奈  良  県 

          　 

橋　名 

 

★謙 信 公 大 橋  

★桜 樹 橋  

★北 山 大 橋  

主 径 間 （ 1 連 分 ） 内 訳  

写真はオールカラー 
構造美を配慮し掲載 
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最近完成した橋 

美原大橋 
 

1

発注者 

 

形 式  

 

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

 

所在地 

：国土交通省 北海道開発局 

札幌開発建設部 

：３径間連続斜張橋 

３径間連続鋼床版箱桁 

：６５１.２５ｍ＋３２０.７５ｍ 

：２８.８ｍ 

：主塔２,４００ｔ、桁１１,６００ｔ、

側橋梁部４,３００ｔ 

：江別市美原 

み は ら  

■本橋は、道央圏連絡道の北海道縦貫自動車道江別東インターと

江別市美原を結ぶ美原バイパスのほぼ中央部に位置する石狩川に

架かる橋梁です。中央径間の架設は主塔を中心に桁とケーブルを

並行して架設し、最後に中央ブロックを閉合する張り出し工法を採

用しました。 

また、１面吊鋼斜張橋の中央支間長としては鶴見つばさ橋５１０ｍ（首

都高速道路公団）、大和川橋梁３５５ｍ（阪神高速道路公団）に次いで、

国内第３位となる３４０ｍの長さを擁しています。 

「鋼橋技術発表会」開催される 
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2

■本橋は、会津地方の国道２５２号線から分岐し、只見川を渡る林道橋で、

老朽化した旧橋の架け替えです。架設は、ケーブルクレーン直吊工法で

施工されました。耐候性鋼材の落ち着いた色調が自然環境によく調和し

た橋で、地元のみならず地域の振興に貢献することが期待されています。 

発注者 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：福島県 

：トラスドランガー 

：１５４.０ｍ 

：５.００ｍ 

：７４７ｔ 

：福島県大沼郡金山町大字

川口地内 

上井草橋 
 
 

3
う わ い ぐ さ  

発注者 

 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：国土交通省 

東北地方整備局 

：５径間連続鋼床版箱桁 

：４２４.８ｍ 

：１１.２０ｍ 

：２,３１７ｔ 

：宮城県桃生郡河南町鹿又

～宮城県桃生郡河北町

小船越 

新天王橋 
 
 

し ん て ん の う  

■本橋は、２００３年１２月に開通した三陸縦貫自動車道の一級河川旧北上

川を渡河する橋梁で、架設は送り出し工法を採用しました。  

国道４５号の慢性的な交通渋滞の解消・交通利便性の向上などを目的とし

て計画された自動車道です。 
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最近完成した橋 

発注者 

形 式  

 

 

 

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：群馬県 

：２径間連続鋼床版箱桁 

３径間連続斜張橋 

４径間連続鋼床版箱桁 

単純鋼床版鈑桁 

：９３６.０ｍ 

：２３.９０ｍ 

：１３,１７９ｔ 

：伊勢崎市八斗島町地内 

坂東大橋 
 
 
 

4■一級河川利根川に架かる本橋の主橋梁部は、飛び立つ白鳥をモチーフ

としたデザインの３径間連続斜張橋です。水平材のない独立２柱形式の主

塔は、五角形の断面を有し、塔頂部が若干内側に折れ曲がったデザインと

なっています。 また、桁形状は、箱桁部が主塔の内側に配置され、ブラケッ

トによる張り出し長も大きいことから、桁が薄く見え、全体的にシャープ

な印象を与えます。  

ば ん ど う  
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■本橋は、臨海副都心の大動脈である環状２号線の一部として、国道３５７

号・首都高速道路湾岸線上に架橋されました。また、経済活動に影響を与

えないよう通行止めを最小限にとどめるため、油圧ジャッキと滑り装置を

併用し、夜間一括送り出し架設を行いました。その施工時間は僅か３８２分

というスピード施工でした。 

■本橋は、国道３５７号および首都高速道路湾岸線を跨ぐ環状2号線橋梁

の真上に建設された、新交通臨海線「ゆりかもめ」の軌道桁です。この工

事は新橋駅～有明駅間で、既に供用されている「ゆりかもめ」を更に豊洲

地域まで約２.８km延伸する事業の一部です。 

架設は環状２号上からのトラッククレーンベント工法により、また供用中の

有明駅との取付部は起電停止時に夜間架設を実施しました。 

発注者 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：東京都 

：２径間連続鋼床版箱桁 

：１７４.８ｍ 

：７.５０ｍ～１６.１９ｍ 

：１,４３５t 

：東京都江東区有明二丁目地先 

新交通臨海線 
「ゆりかもめ」 
 

5
し ん こ う つ う 　 　 り ん か い せ ん  

発注者 

 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：国土交通省 

関東地方整備局 

：２径間連続鋼床版箱桁 

：１２０.９ｍ 

：３８.８０ｍ 

：２,１６７t 

：東京都江東区有明二丁目地先 

環状２号線橋梁 
 

か ん じ ょ う  

新交通臨海線「ゆりかもめ」 環状２号線橋梁 
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最近完成した橋 

■本橋は、浜松市の北部に位置し２主桁形式とPC床版を採用しています。

従来の橋梁に比べて荷重を支える主桁の本数を減らすことで省力化を実

現し、車両が走行する床版を、耐久性に優れたPC床版とすることで、従来

の維持管理を容易にし、LCC（ライフサイクルコスト）を削減しました。 

発注者 

形 式  

 

 

 

橋 長  

 

幅 員  

 

鋼 重  

 

所在地 

：日本道路公団 静岡建設局 

：（上り線）５径間連続非合成 

  ２主鈑桁 

（下り線）１０径間連続非合成 

 ２主鈑桁 

：（上り線）２９６.０ｍ 

 （下り線）５９１.０ｍ 

：（上り線）１６.５０ｍ 

 （下り線）１６.５０ｍ 

：（上り線）１,１５２ｔ 

 （下り線）２,１５６ｔ 

：静岡県浜松市滝沢町字馬場から 

 静岡県浜松市滝沢町字落坂 

陣ノ谷川橋 
 
 
 
 
 

7
じ ん の や  

■本橋は、国道６号牛久土浦バイパスから圏央道を通過して、常磐自動車

道へ導くランプ橋です。中でも常磐自動車道を跨ぐランプ桁２橋（約４８０t）

は、１２００t吊クローラークレーンを使用して、一晩で一括架設しました。 

 

6

発注者 

 

形 式  

 

 

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：日本道路公団 

東京建設局 

：６径間連続箱桁 

５径間連続箱桁２連 

４径間連続箱桁 

：９０２.０ｍ 

：７.００ｍ～１５.１６ｍ 

：３,２６５t 

：茨城県つくば市大字下原、

大字梶内～大字新牧田 

つくばジャンクション 
ランプ橋 
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発注者 

形 式  

 

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：長野県 

：６径間連続トラス 

５径間連続鋼箱桁 

：８３７.８ｍ 

：１０.７５ｍ～１２.７ｍ 

：３,５１８ｔ 

：長野市村山～須坂市村山 

村山橋 
 
 

む ら や ま  

■千曲川に架かる村山橋は、長野広域生活圏の県都長野市と須坂市を結

ぶ橋であり、また、全国的にも珍しい鉄道（長野電鉄線）との併用橋です。

しかし現橋は、大正１５年に架設され老朽化が進むと共に、幅員も狭く歩道

もないことから、大型車のすれ違いや歩行者の通行に支障をきたし、近年

の交通量増大により慢性的な交通渋滞を引き起こしていました。そこで、

架替事業（Ⅰ期工事）において、現橋の上流側に歩道付き２車線の道路橋

を架設し、現橋の２車線と合わせて４車線化を図り、交通渋滞の解消及び

歩行者の安全確保、周辺地域の利便性向上に大きく貢献しました。 
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最近完成した橋 

■本橋は、京都市南部地域を縦断する国道１号の交通緩和を目的に建

設された１号バイパス洛南道路と、阪神高速道路油小路線が併設され

た一級河川宇治川に架かる橋梁です。河川区域の架設は、清流である

宇治川の環境に配慮したトラベラークレーンによる張り出し工法を採

用し、右岸部の京阪電鉄線上は大型重機による一括架設により施工しま

した。 

 

発注者 

形 式  

 

 

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：名古屋市 

：３径間連続箱桁 

ニールセンローゼ 

３径間連続鈑桁 

：４６１.４ｍ 

：２０.００ｍ 

：３,８６２ｔ 

：愛知県名古屋市港区 

多加良浦町、七島二丁目 

南陽大橋 
 
 

9

■本橋は、名古屋市南部を走る都市計画道路３・４・５戸田荒子線の庄内川

および新川に架かる橋梁です。桟橋を利用してのクローラクレーンベン

ト工法、フローティングクレーンによる一括架設工法により施工しました。

名古屋市では、河川に架かる最長の橋梁となり、東西交通網の重要な路

線の一翼を担っています。 

な ん よ う  

発注者 

 

 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：国土交通省 

近畿地方整備局 

阪神高速道路公団 

：４径間連続鋼床版箱桁他 

：１,１０９.８ｍ 

：４２.４０ｍ 

：２３,２８０ｔ 

：京都市伏見区 

横大路下三栖地先 

～向島地先 

巨椋大橋 

10
お ぐ ら  
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■勘八橋（仮称）は、愛知県豊田市から三重県四日市市に至る約１６０ｋｍ

の東海環状自動車道の一環として、矢作川を跨ぐ橋梁です。 

本橋梁は、国内でも珍しい上路式バランスドアーチ形状が採用されており、

橋長３０５ｍ、アーチ支間長１７４.５ｍで、矢作川の水面から約３２ｍ上空をひ

と跨ぎする橋梁です。また、架設地点は、景勝地である勘八峡の上流側に

位置しているため、河川内には橋脚を設けず、アーチ橋とすることにより、

地形をうまく生かした優美な橋梁となっています。 

架設の方法は、河川内に支保工を設けず、周辺環境への影響を考慮し、両

橋脚からの跳ね出し工法（ケーブルクレーンによるキャンチレバー工法）

を採用しました。 

 

発注者 

 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：国土交通省 

中部地方整備局 

：上路式バランスドアーチ 

：３０５．０ｍ 

：２１．５０ｍ 

：４,８６９ｔ 

：愛知県豊田市勘八町 

勘八橋 
 
 
 
 
 

11
か ん ぱ ち  
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最近完成した橋 

■本橋は中国山地中央部を縦断する大規模林道大朝・鹿野線の戸河内

町田代川に架かる橋梁で、風光明媚な名勝三段峡の上流に位置してい

ます。急峻で深い渓谷を跨ぐことから、径間割は８２.２５m+３６.２５mとア

ンバランスとなっています。施工は短い径間をクローラクレーンベント

工法で架設、長い径間を手延べ送り出し工法で架設しました。 

■本橋は、棚田で有名な「あらぎ島」に架かる橋梁です。 

｢あらぎ島｣は高野山を源とする有田川の浸食作用によって長い年月の

中でできた自然の造形です。 

平成８年には｢美しい日本のむら景観コンテスト｣で農林水産大臣賞を受

賞、平成１１年には｢日本の棚田百選｣に選ばれ清水町のシンボル的な景

観で、苗の新緑、雨上がりの狭霧、実りの黄金色など四季折々の情景を楽

しめ多くの人々が訪れています。 

発注者 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：和歌山県 

：上路式ローゼ 

：１４５.０ｍ 

：１０．２５ｍ 

：１,０３５ｔ 

：和歌山県有田郡清水町 

三田地内 

蘭島橋 
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発注者 

 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：緑資源公団広島地方建設部 

（現 独立行政法人 緑資源機構） 

：２径間連続箱桁 

：１２０.０ｍ 

：６.５０ｍ 

：４２６ｔ 

：広島県戸河内町横川地内 

田代大橋 

13

あ ら ぎ じ ま  

た し ろ  
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■本橋は、出雲市神戸川に架かる歩道橋であり、通常の吊橋形式とは異

なる自碇式吊橋形式を採用しています。通常の吊橋では主ケーブルをア

ンカレッジに固定しますが、自碇式吊橋は自らの桁に定着させるため、ア

ンカレッジが不要です。また耐候性鋼材を使用し、LCCに配慮しました。 

■本橋は、一般県道宮川内牛島停車場線の一級河川吉野川に架かる橋梁

です。常に流れのある中央部は雄大で美しい流れに映えるよう柔らかな曲

線のアーチ橋でひと跨ぎし、景観に配慮しています。アプローチ部はプレキャ

ストPC床版を用いることで、橋桁を少なくしコストダウンを図っています。 

本橋の開通により、吉野川の出水による通行止めや転落事故が多発するな

ど地域間交通の隘路となっていた潜水橋が解消され、日常の利用者の安全

が図られるとともに、災害時の緊急輸送路が確保されることになりました。 

 

発注者 

 

形　式 

橋　長

幅　員 

鋼　重

所在地 

：国土交通省 

中国地方整備局 

：３径間連続自碇式吊橋 

：１７５.０ｍ 

：２.５０ｍ 

：２５２ｔ 

：島根県出雲市馬木地先 

 

馬木吊橋 
 
 

14
ま き  

発注者 

形 式  

 

 

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：徳島県 

：８径間連続鈑桁 

ローゼ 

２径間連続鈑桁 

：７３４.０ｍ 

：１４.００ｍ 

：３,４２５ｔ 

：徳島県板野郡吉野町西条 

～麻植郡鴨島町牛島 

西条大橋 

15
さ い じ ょ う  



最近完成した橋 
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発注者 

 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：国土交通省  

九州地方整備局  

：ニールセンローゼ 

：１８５.０m 

：８.５０m 

：１,０７０t 

：長崎県島原市鎌田町 

われんがわ大橋 

17

発注者 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：高知県 

：２径間連続合成トラス 

：２５０.０ｍ 

：１０.２５ｍ 

：１,６９６ｔ 

：高知県幡多郡十和村川平 

 

川平橋 

16

■本橋は日本最後の清流と称され広く国民に知られる”四万十川”の中流

域沿いに架かるトラス橋です。沿道はセンダン並木やカシで覆われ道路と

四万十川が一体となった景観を創出しているため、沿道環境および景観

への配慮が必要と考えられました。このため景観検討委員会を設置し、

四万十川景観に適した道路修景・デザインの創出をしました。 

か わ ひ ら  

■本橋は、平成３年６月の雲仙普賢岳噴火災害により、水無川下流地域が大

きな被害を受けたことにより、われん川大橋として計画されました。計画

に当っては､災害時の導流堤の機能、安全性の考慮から橋梁形式は導流堤

内に橋脚の設置を必要としないニールセンローゼ橋となりました。ニール

センローゼ橋の特徴は､橋のアーチリブから斜めに張ったケーブルにより

橋（補剛桁）を吊る形式のもので､島原地区の景観とも一体化して見える

美しいスタイルの橋です。現地架設時期は非出水期に行い、導流堤上流を

通過している島原鉄道の安全運行および架設時の安全性を検討した結果、

導流堤下流からクローラークレーンによるベント工法が採用されました。 
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お お ど お り  

■本橋は、２００４年３月１３日に開業した九州新幹線（列車名：つばめ）鹿児

島ルートの新八代駅～鹿児島中央駅間に位置しています。横梁が目立ち

ますが、特殊施工として現場継手にＺ形溶接継手、床版に鋼繊維コンクリ

ートが採用されるなど、技術的にも特徴のある橋です。 

鹿児島ルートが博多まで開業すれば、東京駅～鹿児島中央駅間が新幹線

で結ばれることになり、地域発展に貢献することが期待されています。 

発注者 

 

 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：日本鉄道建設公団 

九州新幹線建設局 
（現 独立行政法人鉄道建設・運輸施
設整備支援機構 九州新幹線建設局） 

：２径間連続完全合成桁（横梁付） 

：９０．６ｍ 

：１１．７０ｍ 

：４５０ｔ 

：熊本県水俣市小津奈木～初野 

初野BvGc 
 

19

発注者 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：熊本県 

：４径間連続RC床版箱桁 

：１５９.０ｍ 

：１０.２０ｍ 

：４９０ｔ 

：熊本県人代郡東洋村 

河俣地内 

大通二号橋 

18

は つ の  

■大通二号橋は、八代地域（宮原町）と五木村周辺地域（五木村）を結ぶ

交流道路の途中に建設され、両地域間における重要な観光ルートとして

の役割、および険しい山地を結ぶことによる、利便性の向上の役割をもっ

ております。 

本橋梁の架設位置は、大通峠をひかえた縦断勾配及び曲率のきつい道路

線形の現場であり、メタル橋箱桁の利点を生かした現場といえます。 

架設は、源道の確保から仮橋を設置し切り回しを行いながら地組を行い、

３６０ｔ吊り油圧クレーンを用いたベント架設工法を採用しております。 

 



最近完成した橋 
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■本橋は、平良市北部に新設される荷川取公園内の人道橋です。なめら

かな曲線を描くアーチは宮古島の伝統舞踊「クイチャー」のイメージをモ

チーフとしているほか、横支材を大胆に省略することで開放感を持たせ

るなど、公園のシンボルとなるようデザインに工夫が凝らされています。 

発注者 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：沖縄県平良市 

：中路式パイプトラスアーチ 

：５１.０ｍ 

：３.８０ｍ 

：８６ｔ 

：沖縄県平良市荷川取地先 

荷川取公園橋 
 
 

21

発注者 

形 式  

橋 長  

幅 員  

鋼 重  

所在地 

：沖縄県 

：斜張橋 

：４３.０ｍ 

：１１.５０ｍ 

：２３４ｔ 

：沖縄県石垣市バンナ地先 

ちょうちょ橋 

20

に か ど り  

■本橋は、西表島、竹富島などの八重山諸島を一望できるバンナ岳山麓

に整備中の、県営森林公園内に架かる橋です。斜張橋の主塔は周辺の自

然環境に合わせ薄緑色に塗装され、塔頂には石垣市の市蝶であるオオゴ

マダラのレリーフが掲げられています。本橋の完成により大型バスの園

内乗り入れが可能になり、公園の観光スポットとしての定着が期待されて

います。 
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あけましておめでとうございます。平成17年の年頭にあ

たり､謹んで新年のご挨拶を申し上げますとともに、皆様の

ますますのご健勝を心からお祈り申し上げます。 

 

昨年は、台風の襲来が記録的な回数に及び､加えて阪

神淡路大震災をも上回る強さの新潟県中越地震が発生

するなど､極めて深刻な自然災害に見舞われた一年でした。

被災者の皆様に心からお見舞い申し上げますとともに､被

災地の一日も早い完全復旧をお祈り申し上げます。わが国

は細長い国土全体が脊梁山脈によって分断されているうえ､

台風の常襲地帯であると同時に地震の多発地帯という、

大きなハンディキャップを背負った国土条件にあります。「社

会資本整備重点計画」の四大テーマである「暮らし」「安

全」「環境」「活力」に基づき､道路をはじめとする社会資

本の着実な整備と的確な保全の推進が強く望まれるとこ

ろであります。 

 

ところで、会員各社を取りまく事業環境は年々その厳しさ

を加速しております。平成15年度の国内橋梁需要はつい

に50万トンを割り込み､約30年前の昭和50年代初頭の水

準となりました。会員各社は昭和40年代以降､高度経済

成長を背景とした道路整備の推進に歩調を合わせて生

産能力を強化し､年間100万トン超の供給能力を持つにい

たりました。この供給能力によって本四架橋プロジェクトの

推進や阪神淡路大震災後の迅速な復旧に貢献し得たと

いう歴史的な事実はあるものの､需要がその半分以下とな

った現在では明らかな過剰供給構造にあると言わざるを

得ません。 

このような状況のなかで会員各社は一様に､供給サイド

にある個別企業として､この需給ギャップ解消に向けて様々

な合理化努力に取り組んでいるところであります。しかしな

社団法人　日本橋梁建設協会 

会長　原田　康夫 
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がらこれにも限界があり､橋梁事業からの撤退や倒産とい

った厳しい選択をしなければならない事例が増加基調を

たどっているというのが最近の状況であります。 

 

国土交通省は昨年6月､『建設産業構造改善推進プロ

グラム２００４』を策定されました｡このプログラムでは、「近い

将来､建設投資が大きく回復することは期待できない状況

にある」との基本認識のもとに、「市場を通じた淘汰を促進

し過剰供給構造の是正を図りつつ､一方で､経営基盤を

強化し、経営の効率化を図ろうとする企業の努力を促す」

ことによって、「建設業全体の再生を進めていくことが重大

な課題」であると指摘しております。入札契約の適正化の

ために、入札契約適正化法のなお一層の徹底を図るとと

もに､従来の価格のみの競争から技術力評価を大きく取り

入れた制度への移行､過剰供給構造の是正に向けて、

企業間連携や新分野進出の促進、さらには、優秀な人材

の確保・育成と安全対策の推進などが提案されているとこ

ろであります｡また、昨年11月に議員立法として臨時国会

に提出された『公共工事の品質確保の促進に関する法

律案』もこうした流れに沿ったもので､「価格競争」から「価

格と品質で総合的に優れた調達」への転換を目指してお

ります。 

当協会といたしましては、こうした動きの底流にある基本

思想をブレークダウンしながら､当協会ならびに会員各社

が抱える具体の問題について検討を深め､各種施策の実

効ある推進に寄与していかなければならないと考えている

ところであります｡当協会では昨年､協会理事を委員長と

する五つの特別委員会を設置いたしました。すなわち、技

術と経営に優れた企業が伸びられる市場環境の整備や

過剰供給構造の是正に関連する諸課題について検討す

る「契約制度特別委員会」を、適正な品質の橋梁を施工

の安全を確保しながら経済的に提供するという会員各社

共通の目標達成のために「安全施工特別委員会」ならび

に「品質マネジメント特別委員会」を、また、ますます重要

性を増す橋梁保全に対する取り組みをテーマとした「保

全システム特別委員会」を、さらには、新しい時代における

協会運営の基本問題を検討する「協会のあり方検討特

別委員会」を、それぞれ設置したところであります｡協会設

立40周年を契機に、新しい橋梁建設産業への脱皮を目

指して会員一丸となって努力しなければならないと考えて

いるところであります｡ 

 

昨年も前年に続き､国土交通省はじめ広くご関係先の

ご理解を得て意見交換会を開催し､技術的課題や制度

的課題にとどまらず幅広いテーマについて率直な意見交

換をすることができました｡また昨年は、はじめての試みで

ありましたが、鋼橋技術発表会を開催いたしました｡会場

設定の都合から2日間に分けて開催しなければならない

ほど、官学民から多くのご参加を頂き､次回開催に向けて

の貴重なご意見も多数頂戴いたしました｡このような意見

交換会や技術発表会などの場を通じて、今後とも積極的

な情報発信を心がけてまいりたいと考えているところであ

ります｡国土交通省はじめご関係の皆様には、なお一層の

ご指導､ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げる次第であ

ります｡ 

 

おわりに、会員各社の皆様のますますのご健勝とご活

躍を祈念申し上げまして、年頭の挨拶とさせていただきます｡ 
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大阪大学大学院工学研究科 

教授　西村　宣男 

活路を拓く 

２１世紀を向かえて建設投資額は最盛期の２／３程度

に減少し、右肩上がりの拡大しか経験したことのない土木

業界にとっては初めての縮小を余儀なくされている。第２

次大戦後、我が国の工業は総じて拡大発展を遂げてきた

が、個 の々分野は苦しい時期を経験し、構成員の努力によっ

てなんとか乗り越えてきている。大学では他分野の栄枯盛

衰を客観的に見ることができる。筆者の勤務する大学院

研究科は２３専攻で構成されている。大学院に院生を供

給する学部は現在こそ４つの大学科に統合されているが、

少し前までは各専攻に１つの学科が対応していた。業界

の活性度は学部の入学試験成績に敏感に現れる。最もド

ラスチックに変化したのは造船工学科と原子力工学科で

ある。何れもかっては工学部の入学試験において筆頭学

科として優秀な学生を集めていたが、前者は昭和４０年代

の後半から、後者は昭和６０年頃から工学部入試の底辺

を支える学科に変わった。そのような急激な変化はないが

長期間低迷している分野は化学系と材料系である。長期

間安定しているのは機械系、電気系、応用物理である。こ

の２０年間、常に筆頭学科は建築工学科、あるいは建築を

含む地球総合工学科（平成１０年から船舶、土木、建築、

環境が統合）であった。土木はと言えば、筆者の勤務する
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大学の入試方式が建築から第２志望を受け入れる特殊

性の恩恵で中位以下に落ちたことがない。 

苦渋の期間を経験した分野の２つの例を紹介しよう。化

学繊維工業は化学分野の代表的産業であるが、紡糸・織

布を中心とした昭和３０年をピークに、工業排水の環境汚

染問題や発展途上国への産業シフトなどの逆風により、一

時期低迷が続いたが、専門の技術を継承しながら他産業

とのバリューチェーンを拡大し、今日では安定した経営の

産業へと変革を遂げている。他産業とは、自動車産業、情

報機器産業、医薬産業、建設産業など幅広い。他産業の

ひとつである建設産業に対しても、建築の内装材はもとより、

土工に関わりの深いシート・マット類、地盤補強材、耐震補

強材、緊張材、フィルター、排水材など多品目の市場を展

開している。化学分野の若手の研究者に見られる進取の

気性は、苦渋の時期を乗り越えてきた化学分野の先輩達

の気概を継承しているように思える。 

造船分野はかっての大型タンカーや貨物船などの建造ブー

ムが去り、隣国の追い上げを受け始めた昭和４０年代の後

半から、３０年以上にわたり工学部入試の底支えをしてきた。

海洋工学への転身を図ったけれど、醗酵工学が応用生

物工学に転じて活力を得たような成功は納めていない。そ

れでも造船の教官には我が国の造船工業を支えていると

言う気概は高く、若手の研究者を含め、社会人の再教育

や一般人を対象とした公開セミナーなどを積極的に続け

ている姿勢は学ぶところが多い。 

ところで、現政権が我が国の進むべき方向として科学

技術創造立国を標榜し、４つの重点課題として情報、ナノ

テクノロジー、バイオ、環境、これらに漏れた重点事項を８つ

のキーワードで補完して必要な研究分野を提示した。建

設産業に直接関係するのは「都市再生」というひとつのキー

ワードのみである。大学における研究プロジェクトも上記の

重点課題であることが重要視されるから、建設関連の研

究プロジェクトは他分野の審査員の共感を得られず、採択

される件数は少ない状況にある。 

「都市再生」は大学における研究課題としてより実業に

おいて、特に東京の中心において大変な活況を呈している。

現政権の発足後直ちに都市再生本部を立ち上げ、規制

緩和と財務保証などの支援によって東京・名古屋・大阪に

おける再開発事業を支援し、既に汐留シオサイト、品川グ

ランドコモンズ、六本木ヒルズなどの大規模再開発が実現

している。都市再開発には当然、道路やライフライン系の

土木工事も含まれているが、一般にそれらが脚光を浴びる
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ことは少ない。品川グランドコモンズの場合は、ＪＲ東海道

新幹線品川駅の開業と連動した珍しいケースである。 

これらの都市再生プロジェクトは、不動産ディベロッパー、

金融機関、大手ゼネコンなどを中心とした再開発協同組

合の形式を採った民間主導で進められるところに特徴が

ある。行政主導の建設にのみ依存し、自ら建設プロジェクト

を企画した経験を持たない土木業界はお呼びではない。

六本木ヒルズの建設投資額は３，０００億円、これに引き続く

防衛庁跡地の開発には４，０００億円の投資が見込まれて

いる。さらに八重洲口、秋葉原、日本橋へと再開発プロジェ

クトは目白押しである。現状では、土木業界は大規模再開

発に手を拱いて傍観するか、裏方の仕事に甘んずるより

他はない。 

東京中心部におけるパッチワーク的な拠点再開発方式

には、都市交通やライフラインあるいは防災に関係した都

市全体の調和的発展に関して懸念がある。また土木技術

者としては、これまで培ってきた土木技術を、都市再生プロ

ジェクトの中で有効に活用したいとの思いもある。これまで、

このような広域の問題は行政の土木技術者が担ってきたが、

民間主導の都市開発事業の源流に行政が絡むと規制が

増加するから、民間の土木技術者に再開発事業への積

極的な参画を勧めたい。そこでは従来の秩序や価値観が

変化するので柔軟な対応が求められる。土木技術者が担

うインフラの建設は事務所や住居のように直接的な資産

価値を生まないけれど、利便性や安全性の面で再開発施

設の付加価値を高める重要な条件であることを主張すべ

きである。 

ところで鋼橋の建設は土木技術の中で屈指の高度な

技術であり、都市再生事業の中で橋梁技術を有効活用

することができる。数年前、都市再生に貢献できる技術の

ひとつとして急速施工立体交差橋梁の開発を唱えたところ、

現在は橋梁会社の数だけ提案が行われている。都市機

能再生に必要とされる技術は立体交差橋梁だけでなく多

様である。提案されている急速施工立体交差橋梁は鋼

橋メーカー（上部構造）とゼネコン（基礎）の組み合わせが

多いが、右折車両に対応する半地下道路と橋梁を組み

合わせたより本格的な立体交差のアイデアは皆無である。 

また、地上を活用しながら、広幅員の地下道路を急速施

工する技術として、上部荷重を支える長支間ルーフ支保

工（本体利用）は数メーターおきに橋を横に並べた構造で、

正に地中に架けた橋構造である。地中にあるからゼネコン

マターと考える必要はなく橋梁メーカーに挑戦して欲しい
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プロジェクトである。ボストンの再開発事業「ビックディック」

に見られるような、２．９ｋｍの高架道路を供用しながら、その

直下に地下道路を建設して一気に切り替えるには橋梁技

術の活用が不可欠である。 

橋梁業界が将来にわたり安定した産業である続けるには、

本業である橋梁建設のための技術を継承発展させながら、

若い技術者の柔軟性に期待して、鋼構造分野のバリュー

チェーンを拡げることが重要であろう。重工各社は橋梁だ

けでなく、その他の鋼構造を製作する部署を抱えているが、

事業部制の限界なのか、事業部間の連携は余り聞こえて

こない。ましてや異業種との連携には色 な々障害が横たわっ

ているように思えるが、このような制度や体質の打破なくし

ては業界の発展はあり得ない。 

橋梁に係わる経営者、技術者、研究者の方々への願望

として、 

①市民の賛同する社会資本整備に橋梁建設技術を活

　用して社会貢献を果たすと言う気概を育むこと。 

②橋梁技術者は、技術開発に対して幅広く関心を持ち、

　プロジェクト立案能力とマネジメント能力を身に付ける

　よう努力すること。 

③人材確保のために夢ある産業であり続けること。 

　人材育成のため若い技術者にチャンスを与えること。 

を挙げておく。 
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青年期に「自分は何者か。何を求めているのか。自分

の存在価値は何か」など「自分探し」をする時期がある。

これを「アイデンティティ（自己同一性）の確立」と呼ぶ。青

年が自分の存在する意義や価値に悩み、葛藤を繰り返し、

自分の価値を発見することである。 

この「アイデンティティ」という言葉が、企業活動やまちづ

くり活動でも使われている。企業のイメージアップや職員の

意識改革の取り組みとして、CI（コーポレート・アイデンティティ）

活動がある。従業員が企業の理念や使命を理解し、価値

観を共有することで、従業員の意識改革と組織の活性化

を図ろうというものである。自分が何のために存在し、何を

為すべきなのか、自分の存在の意義や価値を知ることは、

前向きな活動の源である。まちづくりや地域づくりでも同様

にローカル・アイデンティティという言葉がある。地域の人々

が自分の“まち”の価値を知り、向かうべき姿を理解し、人々

が共通の目的のため、まちづくりや地域づくりに取り組む姿

がある。 

企業の存在価値を最重要テーマに掲げる企業経営手

法で、「ミッションマネジメント（経営）」という言葉がある。企

業の存在意義や目的、価値などのミッション（使命）を経営

方針のトップに掲げ、経営者から末端の従業員まで共通の

目的を持ち、価値観を共有する経営戦略である。自分たち

は何を為すべきか。その活動に自分としての意義や価値

を見出したとき、企業としての一体感が生まれ、その推進力

は強力なものになる。バブル経済崩壊後、国や地方の財政

状態が厳しく、何を目指して進めばいいのか。企業だけで

はなく、行政や個人も向かうべき方向を見失いつつある。 

国土交通省北海道開発局 建設部 

　道路計画課長　西村　泰弘 

アイデンティティと 
ミッション経営 
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ミッションマネジメントの重要なところは、企業としてのミッショ

ンを明確に持つということである。「誰のために、何のために、

何をするのか」という具体的な目的と目標を明言し、「人命

尊重を最優先」など共感できる価値観、倫理観を経営者

から従業員まで一体となって共有することである。そして、

企業の業績向上だけではなく、事業活動を通じて、社会貢

献という社会的使命を達成することでもある。企業活動は

第一義的には、経営者の利潤追求という満足度達成とと

もに、企業の対象である顧客の満足度の達成が重要なテー

マである。また、企業活動の歯車であり、エネルギーである

従業員の満足度なくして企業活動の成功はない。経営者

と従業員が共通の目的や価値観を持ち一体となった活動

を行うことにより、企業の目的を達成することが可能になる。 

しかし、最近では、企業の不正な行為や不良な製品販売、

さらには事故処理の不手際などにより、企業の信頼が失墜

し、企業の崩壊につながる例が多発している。信頼は一

瞬にして失うが、信頼の回復には多大な時間を要する。利

益追求ではなく人間の健康や地域の安全、環境の保全な

どの社会貢献、そして倫理観ある行動も企業の責任である。

社会の中でどのような価値を生み出し、社会にどう貢献し

ているか、そして信頼や共感される生き方が企業活動に

求められている。すなわち、企業にとって社会貢献という社

会的満足度の達成も重要なテーマである。経営者と従業

員が社会に対する使命感を共有し、達成することにより、

企業の信頼と成功を勝ち取ることができる。 

企業や行政の中に、まちづくりや文化活動、福祉活動な

どの職場以外のNPO活動などに取り組んでいる人が多くなっ

ている。右肩上がりの成長時代から、成熟の時代に向かう

中、自分の生き方、生き様を考える人が増えている。自分は

何のために生きているのか。大人も自分探しをする時代で

ある。企業や行政の職場が自分探しの場に馴染まなくなっ

ているとは思わない。しかし、職場に満足感や達成感を感

じられない人々が増えている。企業や行政に社会的使命

感が不足すると、多くの従業員や職員が別のところにミッショ

ンを見出そうとする。成熟時代だからこそ、「何のために働

くのか」を抱かせてくれる職場が必要になっている。 

「自分は、誰のために、何のために、何をするのか」は、

青年も大人も抱き続ける悩みであり、課題である。これを達

成できる場が、職場であり、地域である。最近、地域づくり

やまちづくりに、行政と住民、企業の協働による取り組みの

必要性が言われる。企業経営も、行政経営も、ミッションを

明確に持ち、価値観を共有し、社会的使命を達成しようと

いう面では同じものがある。地域づくりにおいて、行政と住

民が何かを達成しようとするとき、共感する価値観が必要

である。道路行政は道路を造り管理することが最終目的で

はない。道づくりを通じて、地域づくりをすることである。あ

る特定の道路を造ることに賛成できない人でも、道づくりを

通じて地域づくりをすることには共感する人はいる。企業

において、経営者や従業員、顧客の満足度だけでなく、社

会的使命という社会的満足度の達成を重視することが、

企業の存亡だけではなく、地域づくりにも欠かせなくなって

きている。 
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社団法人　日本橋梁建設協会 

副会長・専務理事　山川　朝生 

新年おめでとうございます。皆様にはお元気で新しい年

をお迎えになったことと存じます。又、この一年が皆様にと

りまして良い年でありますよう祈念申し上げます。 

 

日本橋梁建設協会に着任して一年たちましたが、本誌

上でご挨拶するのはこれが最初になります。若い頃には橋

梁分野に関わりが深かったように思いますが、行政機関で

の勤めの習わしとして、自分の業務全般の中で橋梁の占

める比重は徐 に々薄れてきました。それでも、節目節目で大

きなプロジェクトにも多少なりとも関係したことから、日本の

橋梁事業、橋梁技術の華やかな時期が印象に刻まれて

います。久しぶりに橋の分野で仕事をすることになり、昨今

の公共事業を取り巻く環境、それが建設産業に及ぼす影

響について、改めて変化の早さ、大きさを痛感させられて

います。 

 

当協会としてのこの一年の活動は、厳しさを増す環境を

踏まえて、発注機関・行政機関との率直な対話の場をきち

んと構築することに主眼を置いてきました。その際、基本方

針として2点を掲げました。1つは「望ましい国土マネージメ

ントのための官民パートナーシップの確立」です。公共事

業は質・量ともに変革期にあり、時代のニーズに応えるよう

事業執行体制も工夫が必要となっています。そのため、官

民の役割分担をもう一度見直し、それぞれの責任を果た

せるよう、よく話し合いをすることが重要です。この当たり前

のことがともすれば忘れられがちになります。2つ目は「橋梁

インフラの持続的な整備・保全を担うための健全なビジネ
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ス基盤の確立」です。市場が急激に縮小する中で、個々

の企業は生き残りをかけて必死の努力をしています。しかし、

少し先を見ると、これまで橋梁事業を支えてきた技術力、

技術者・技能者がどうなるのか心配になります。これからは

新規の建設から、保全・更新に比重が移っていくだろうと

予測されますが、その保全工事で軒並み赤字工事が続い

ている状況で、新しい時代の橋梁ビジネスがどう成り立つ

のか見通しが立てにくいのが現状です。これでは人材も

育たないし、技術の継承も出来ない恐れがあります。社会

資本は官民の連携があって整備され、支えられるものであ

ることから、両者が共通の課題認識を持って継続的な意

見交換が出来るよう働きかけをしてきました。 

 

次の段階は、基本に立ち返って、正確な現状認識を踏

まえた戦略の再構築　　橋梁業界として何が出来るか、

何をすべきか、何をビジネスの基本にするのかという視点

での見直し　　を行う必要があります。原田会長の年頭

ご挨拶に紹介されていると思いますが、協会理事を委員

長とする5つの特別委員会がスタートしました。契約制度・

安全・品質・保全システム・協会活動をテーマとするもので、

精力的な検討をしてもらっています。成果は逐次、実施に

移していきたいと思いますし、これらの活動を統合すること

で全体の戦略作りに結びつけていきたいと考えています。 

 

周りの動きも急になっています。国会では「公共工事の

品質確保の促進に関する法律案」などについての議論

が今後に大きな影響を持ちそうです。中央建設審議会の「入

札契約の適正化に関する検討委員会」での審議、発注

機関による多様な発注方式の試行、技術基準の性能規

定化、ユニットプライス方式導入の検討なども進められてい

ます。こうした流れに対して、当業界はともすれば受け身の

対応になっていた嫌いがあります。しかし、今の苦境を打

開するには、品質や安全の問題についての信頼を確立す

ること、技術の研鑽をし、国際的な競争力も重視して、生産

性を高め、魅力あるビジネス集団を目指して変革していくこ

とが必要です。香港等での大型事業の受注、メッシナ海

峡連絡橋のような世紀のプロジェクトヘの挑戦など明るい

話題もあり、追い風にしていきたいものです。 

 

協会会員各社にとって、市場環境に恵まれ、ニーズに対

応することで業績が伸びた時代から、自らの判断と行動を

基に、成熟社会における活力ある産業に転換を図ってい

かなければならない時代に移っています。橋梁業界が誇り

としてきた技術レベルをいかに維持、向上させていくかも

大きな課題です。一方、昨年続いて起きた風水害や地震

災害を見るにつけても、又、今後の社会資本ストックの老

朽化を展望しても、橋梁という重要な社会資本の着実な

整備と継続的なケアを担う、信頼性の高いエンジニアリン

グ企業群の存続が必須であることは疑いありません。危機

感をバネにして、関係者が知恵を出し合い、率直な議論を

通じて次の展望が開けることを期待するとともに、今後の

協会活動に引き続き一層のご協力をお願いして、年頭の

ご挨拶とさせていただきます。 
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　駒田　敬一 

はじめに 

≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫ 
平成１０年に閣議決定された新たな全国総合開発計画（以

下新全総という）を受けて、「虹橋」６３号（平成１２年春季）

から７回にわたり、７つの新たな大規模海峡横断道路に関

する社会経済、技術、環境等の調査及び地域の取組み状

況が、それぞれのプロジェクトの支援者から報告されました。

誠に時宜を得た企画でありました。 

今回、これらの取り纏めをする依頼を受けましたので、非

力ながら喜んでお受けした次第ですが、折角の機会ですの

で新たな大規模海峡横断プロジェクト興しについて遺言の

積りで書かせていただくことにしました。 

昨今、公共事業抑制策のもと、社会基盤整備に対する風

当たりは誠に厳しいものがあります。計画的に整備されてい

るはずの高速自動車国道でさえ、採算性がよくないという理

由だけで建設に削減がかけられています。 

新全総で大々的に謳われた新国土軸を形成する、東京

湾口・伊勢湾口・紀淡連絡・豊予海峡道路等、新たな海峡

横断道路構想はどうなるのでしょうか。長い年月をかけ各地

域の諸団体の意見を徴し、学問的精緻さで纏められ、閣議

決定された新全総でありましたが、数年を経ずして風前の

灯火の感があり、誠に残念です。夢のある将来のプロジェク

トが国民の目の前に見えてこないようでは、地域の活性化に

しても、交流・連携にしても、技術の研究開発にしても、燃え

あがることは難しく、停滞ないし衰退を余儀なくされるのでは

ないかと心配されます。 

昨今の社会基盤整備抑制策のもとでは、とりわけ大規模

海峡横断プロジェクトはタブーに近い扱いを受けているので

はないでしょうか。これに反し海外では、長年懸案であったイ

タリア半島とシシリー島を繋ぐメッシナ海峡大橋は、近々の着

工を目標に、平成１６年５月に東京で日本の受注者を募るた

めの工事説明会が開かれるなど、元気いっぱいです。また、

平成１２年（２０００年）にオーレスン連絡路（道路・鉄道、デンマー

ク～スウェーデン）を完成させたデンマークは、ドイツと連携し、

新たに両国間のフェーマルン海峡に橋を架ける具体の準

備を着 と々進めています。 

これらの情報は、先方のホーム・ページから逐一詳細に発

信されているところに、彼らのプロジェクトに対する強い信念

と不退転の決意を読取ることができます。資金がふんだんに

あり、余裕しゃくしゃくで大規模プロジェクトを興している国は

どこにもないといってもよいでしょう。知恵を出し、努力をし、勇

気と信念をもって中長期的な課題として真剣に取組んでい

るのです。国にしても、地域にしても、持続可能な発展のた

めに必要な態度であります。 

大規模海峡横断プロジェクトの新たな実施は、わが国の

現状では容易ではないと思われますが、だからといって、今

の時点で地域の関係者が計画を放棄したり、検討を等閑

視することは、将来に対し禍根を残すのではないかと危惧し

ます。新全総の基本方針にしたがって、必要なプロジェクト

は実施に繋ぐ努力をし、不必要なプロジェクトは見送る、当

然のことであります。そのためにこそ、新全総で例示されて

いる技術開発等の課題の調査・検討が必要とされるのです。

多額の費用を要する大規模プロジェクトであるからといって、

端から忌避する態度は、知的怠慢であります。 

ちょうど１０年前（１９９４年）に開通した英仏間のユーロ・ト

ンネルにおいては、最初のトンネル構想は１８０２年にナポレオ

ン一世に対して提出され、幾多の紆余曲折を経て完成に至

るまでに１９２年を要しています。わが国は、ユーロ・トンネル実

現に本気で取り組んだ、英仏人の息の長さと執念の深さを

学ぶ必要があるのではないでしょうか。歴史的経緯は長かっ

たが、複雑な理由で容易に決断のつかなかった、そのユーロ・

トンネルは、戦後先行したわが国の青函トンネルや本四架橋

の著しい進展に触発され、ＥＵのもとで着工に促進がかけら

れたのではないかと想像しています。第二次大戦後、大規

松尾橋梁株式会社 最高技術顧問 
（前（財）海洋架橋調査会専務理事） 
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４島一体化の経緯（完成、道路及び鉄道） 

（図-1） 
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１－１　鉄道 

①関門鉄道トンネル（在来線複線）及び新関門トンネル

（新幹線複線） 

下り線は昭和１７年に、上り線は１９年にそれぞれ完成し、

九州は初めて鉄道で本州と陸続きなりました。その構想は

古く、明治２９年に全国商工会議所連合会が帝国議会にト

ンネル建設の請願の提案をしたのが最初といわれています。

明治３４年に民営であった山陽鉄道が徳山から下関まで延

伸されたときに、同社によって門司～下関間の関門連絡船

が就航しました。明治３９年には後に鉄道院総裁になった後

藤新平が関門鉄道トンネルの建設を提唱しました。この年

に山陽鉄道と関門連絡船は国有化され、３８年から運航し

ていた下関～釜山間の関釜連絡船も国有となりました。こ

の関釜連絡船は、後に昭和１４年に提唱された朝鮮半島に

繋ぐ関釜連絡鉄道トンネル構想に繋がります。 

大正時代に橋梁案とトンネル案の比較が行われましたが、

有事のさいに爆破される恐れがあるため、大正８年にトンネ

ル案が帝国議会で採択されることになりました。既に始めら

れていた地質調査は、大正１２年に関東大震災の影響で中

断された経緯があります。昭和になって軍事目的からトンネ

ル建設が促進され、１１年に着工し第２次大戦中に完成を

見ました。世界最初の海底トンネルであり、土木技術の偉業

であったといえます。新幹線トンネルは、山陽新幹線の福岡

への延伸に併せ、昭和５０年に完成しました。 

②青函トンネル（在来線複線） 

昭和１４年に日韓トンネルと並んで鉄道省が調査を開始し、

戦後２１年に早くも地質調査を実施しています。昭和２９年に、

１,１５５人が亡くなる不幸な連絡船洞爺丸事故があり、トンネ

ル建設の必要性が大きく叫ばれました。昭和２９年に海上

保安庁による水深調査、３０年にトンネル技術調査委員会の

発足、４６年トンネル本工事着工等の経緯を経て、６３年３月

に調査開始後約４０年、本工事開始後でも１７年の年月を費

模プロジェクト先進国でかつ扇動的ですらあったわが国は、

いまやその意欲に見る影もなく、トラック競技でいえば既に数

周の遅れが出ているのではないかと思われます。 

本文は、新全総に謳われた新たな海峡横断道路へのチャ

レンジを、中長期的、広域的な視点から適正にもとに戻すこ

とを期待して書いており、そのためには、単に当該プロジェク

トの直接の検討のみでなく、古く内外の先人が達成した偉

業の背景と足跡を振返り、成功に導いた情熱と実行力のよっ

てくるところを読取っていただきたいと考えました。 

現に着工待機中のフェーマルン・ベルト連絡路の周辺では、

スウェーデン、デンマーク及びドイツの３カ国に跨る関係地域

が一つの南西バルト海交流地域を結成し、結束し、言葉の

違いを超えて地域に密着した高度で持続可能な発展を図

ろうと、色 な々試みをしています。 

 

１．本土４島一体化への挑戦 

≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫ 
わが国は、北海道、本州、四国、九州（以下本土４島という）

と沖縄本島の５つの主島及び大小４２５の有人離島（面責２．

７％、人口１．２％（１４６万人））よりなる島嶼国でありますが、４

島を鉄道と道路で相互に繋ぐ本土４島一体化への悲願と

動きは明治２０年代よりありました。先人の努力の積み重ね

により、この大事業は関門鉄道トンネルの完成に始まり、関門

トンネル、関門橋、新関門トンネル、青函トンネル及び本州四

国連絡橋のそれぞれの供用により順次達成されてきました。 

しかしながら、まだその志は道半ばであり、新全総では新

国土軸形成という基本方針のもとに、豊予海峡道路建設等

４島一体化の更なる進展・充実と東京湾口横断等の新たな

海峡横断道路の構想が謳われています。 

次に本土４島一体化の流れを鉄道・道路別に概観してみ

ます。 
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やし、トンネルは完成し、北海道は本州と鉄道で繋がりました。 

大水深のもとでの脆弱な岩盤とのトンネル掘削の戦いは、

未曾有の技術的挑戦であり、何度もの水没を克服しての完

成でありました。将来、北海道新幹線が敷設される場合には、

このトンネルが利用されます。最近、盛岡～函館間の新幹線

建設が決まったと報じられています。 

③瀬戸大橋（在来線複線、新幹線複線（設計に織込み済み、

　ただし未設置）） 

明治４３年に開設された鉄道の宇高連絡船は、昭和６３

年４月の瀬戸大橋の開通により廃止されました。（瀬戸大橋

の経緯は次章の道路を参照） 

１－２　道路 

①関門トンネル（４車線） 

昭和７年に内務省土木局が橋梁とトンネルの調査を開始

しましたが、海軍の反対で橋梁案は廃棄され、１２年からトン

ネルの建設が始められました。工事は進捗し、昭和２０年の

終戦までに全線の導坑まで貫通しましたが、相次ぐ戦災の

ため工事は一時休止され、戦後の戦災復興優先の方針か

ら工事再開の目処が立たないまま、掘削途上のトンネルの崩

壊を守るための維持管理のみが行われました。 

昭和２７年に道路整備特別措置法の制定を待って、これ

に基づく有料道路として整備されることになり、３３年３月に完

成しました。これで九州は本州と国道でも繋がりました。 

関門橋（４車線）は、本四架橋調査の進展に伴う長大橋

技術開発の長足の進歩を受けて着工され、４８年に完成し

ました。現在九州と本州の高速自動車国道を直結する大

動脈になっています。 

②本州四国連絡橋 

本四架橋調査は、昭和３０年５月に死者１６８人を出した不

幸な宇高連絡船紫雲丸事故を切り離して論ずることはでき

ません。その年に、国鉄は明石海峡大橋の調査を最初に始

め、神戸市は３２年に市単独の予算で明石大橋の調査を開

始しました。建設省は昭和３４年に４ルートを対象に、更に３６

年に１ルートを追加し、国鉄も３６年に瀬戸大橋の調査をそれ

ぞれ始めています。３６年度には架橋の技術的可能性を検

討するため、建設省と国鉄は共同で、土木学会に「本州四

国連絡橋技術調査委員会」を設置しました。 

建設省の技術調査は、昭和３４年から行われましたが、３８

年に土木研究所に、技術的に難度が高く新たに開発研究

が必要とされた、長大吊橋の耐風、耐震、材料・構造、基礎

工法の各技術部門に専任の研究スタッフが配置され、土木

学会の技術調査委員会の審議に協力し、本格的な試験研

究調査が始められました。一方、同じ３８年に近畿地方建設

局に本州四国連絡道路調査事務所が設けられ、事業の経

済性、自然条件、計画、設計、施工調査など事業の実施調

査を担当しました。 

委員会の報告書は昭和４２年に提出され、ルートごとに内

容に軽重はありましたが、それぞれに複数の重い技術的課

題の検討と現地実験の実施を条件に、つまり宿題の履行に

伴う技術的解明を前提に、対象の５ルートは技術的に可能

との判断がくだされました。技術調査委員会の目的は、本四

架橋が技術的に可能かどうかの判定でありましたので、この

委員会のお墨付きは大きく、本四架橋事業は事実上の「Ｇｏ！」

となりました。 

本四架橋３ルートは、昭和４４年の新全国総合開発計画

の中で位置づけされ、これを受け４５年に「本州四国連絡橋

公団法」が成立し、同年に公団が設立されました。これにい

たるまでの間に、各地で建設促進協議会・既成同盟会が設

立され、熾烈なルート誘致合戦が行われたことは周知のとこ

ろです。 

平成１１年に３ルート供用された本四架橋事業には、もとも

と瀬戸内海を橋で渡りたいという地域住民の悲願とゴールデ

ン・ゲート橋のような長大吊橋を架けたいという技術者の夢が

強い動機となり、経済成長の波にも乗って実現したのです。 
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に対する夢が徐々に育まれ、これが３２年の明石大橋の調

査実施に繋がったと思われるのです。そういえば、３２年に市

長が明石大橋の調査費を議会に要求したとき、これに反対

する議員等から白昼夢を見ているのかと揶揄されたとき、「人

生すべからく夢なくしてはかないません」といい放ったという

有名な話があります。 

原口市長は、若いときに１５年間も荒川の改修に従事した

経験を有し、理論と実践で事業を推進する実務家でありま

した。先進国の長大吊橋の技術・社会経済情報を収集し、

昭和３９年から１万ページに及ぶ膨大な「調査月報」を纏め

るなど、初期の建設省調査に多大な貢献をしました。架橋プ

ロジェクトは、単に橋を架けるだけでなく、技術的知見をベー

スに国土開発・国民経済の立場から必要性と有効性を論じ

た技術的啓蒙家でありました。　 

平成１４年４月に、原口市長の功績を顕彰し、舞子の明石

海峡大橋アンカレジの袂に記念碑「夢レンズ」が建立された

のはごく自然であります。 

しまなみ海道は、７つの有人島を９つの橋で結ぶ道路で、

本州と四国を連絡する役割のほか、通過する島嶼の離島

振興の役割をも果たし、昭和１１年５月に完成しました。現在、

約９万人が本州と四国に車で行けるようになっています。 

 

２．東京湾横断道路（東京湾アクアライン、暫定４車線） 

≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫ 
昭和６１年、東京湾横断道路はわが国はじめての大規模

民活事業として事業化され、平成９年１２月に完成しました。 

この東京湾開発事業については、昭和３１年の経済白書

に「もはや戦後ではない」と謳われ、わが国が世界と肩を並

べ開放経済体制を確立していくには、経済的に最も効率的

な東京湾開発をするのが最適である、という議論から端を

発しています。 

このような観点から、昭和３３年に自民党内に東京湾開発

公団の設立後、昭和４８年１０月に石油危機があり、総需

要抑制策により、翌月架橋工事は一時延期のやむなきに至

りましたが、工事再開にあたり児島～坂出ルートが最初に本

州と四国を結ぶべきルートに選定され、５３年１０月に起工式

が挙行され９年半の歳月を経て、６３年４月に完成しました。

本州と四国が道路と鉄道で繋がり、次に述べるような１００年

前に描かれた、四国島民の悲願が結実したのです。 

与島で開催された開通式には、当時の皇太子殿下が妃

殿下ご同伴で出席され、お言葉を述べられましたが、その中

で、明治２２年讃岐鉄道の開通祝賀会で行った香川県会

議員大久保　之丞の挨拶、すなわち、「塩飽諸島を土台と

して架橋連絡せしめば、常に雨風の憂いなく、南来北向東

奔西走瞬時を費やさず、それ国利民福これより大なるはなし」

との挨拶に言及されたのです。 

大久保はどうしてそのような発言をなし得たのか。それは、

１８８３年（明治１６年）にニューヨークで完成したブルックリン

吊橋の絵馬が、琴平宮に奉納されており、大久保は事前に

それを見て長大吊橋のことを知っていたから、と想像されます。

それにしても、卓越した先見性は感嘆に値し、併せて殿下

のお言葉に大きなロマンを感じたことを覚えております。世紀

を超えた大規模プロジェクトならではの感慨がありました。 

平成１０年４月には、世界最大の明石海峡大橋が完成し、

昭和６１年に開通していた大鳴門橋と相まって、神戸淡路

鳴門自動車道が本州と四国を繋ぎました。 

昭和１５年、当時内務省神戸土木出張所長であった原口

忠次郎氏は、鳴門海峡を架橋し、明石海峡をフェリーで渡

る本州・四国直結の幹線道路を提案しています。当時アメリ

カでは、昭和１１年（１９３６年）にオークランド・ベイ橋、１２年（１

９３７年）にゴールデン・ゲート橋がそれぞれ完成しており、土

木技術者であった原口所長は、技術誌等でこのことを熟知

しており将来の明石架橋への示唆を受けたと思われます。 

原口氏は昭和２４年に神戸市長になり、長年の明石架橋
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特別委員会（現在、東京湾開発委員会）が設けられました。

そのころ、あいついで東京湾開発構想が打ち出されています。

その口火を切ったのは昭和３３年に発表された「加納構想」

であります。日本住宅公団総裁、千葉県知事を務めた加納

久朗は、東京港から富津にかけての埋立てを提唱しました。

また、昭和３４年には、産業計画会議が「ＮＥＯ－ＴＯＫＹＯ

－ＰＬＡＮ」を発表し、東京湾を一周する湾岸道路と湾口及

び横断道路の建設を提案しています。 

東京湾開発の一つの原型は、江戸時代末期の農政学者、

佐藤信淵の著した「内洋経緯記」（文政１１年（１８２９））に

あるといわれています。このなかで、信淵は、当時川床の浅かっ

た江戸湾周辺の河川を浚渫し、舟運の便を図り、湾を埋立し、

米・麦の増産を図れば、無尽蔵の宝庫を開くことができる、と

記しています。信淵は、上総一宮藩主加納久周に仕えた経

緯があり、その末裔である加納久朗は、このお家伝来の東

京湾開発の偉策を知っていて提案したと想像されるのです。 

建設省は、昭和３７年に東京湾環状道路（湾口道路を含む）

の調査を、４１年には横断道路の社会経済及び技術調査を

始めています。 

東京湾横断道路は、民活事業として実施されましたが、こ

れにはもともと理由がありました。昭和３０年代の初めごろ、

東京湾の開発には多額の資金を集中的に要するので、未

整備の他地域の社会基盤整備を圧迫させないため、民間

方式の採用が検討された経緯があります。 

また、昭和４６年に建設省は、（社）日本道路協会に対し「民

間事業主体による東京湾横断道路の建設」についての研

究の委託を行い、特殊法人による第３セクターが望ましいと

する報告書が提出されました。 

この報告をもとに建設省は、昭和４８年度予算から４年続

けて、横断道路建設の特殊会社設立を前提に概算要求を行っ

た実績があります。建設省の特殊法人要求に対する民間

の窓口として、昭和４７年に東京湾横断道路研究会が設立

されました。研究会は、東京湾横断道路の建設と管理運営

に民間企業の資金、技術、経営力等を活用し、経済界の総

力を挙げて事業実施の可能性、問題点を関係当局の指導

と指示を得て研究する、とされました。 

横断道路は、昭和４８年の石油危機の影響、５６年の第２

次臨時行政改革調査会の答申、すなわち公共事業抑制策

等の影響を受け、事業実施の目処が立たない状態がつづ

いていました。石油危機に伴う物価の暴騰等もあり、民間事

業主体による建設は困難との判断がありましたが、昭和５７

年に中曽根内閣の時代にサミットからの要請もあり、景気浮

揚のため東京湾横断道路の建設が再び民間活力の活用

を前提に、検討が進められることになりました。 

横断道路計画は、昭和５９年７月に建設省より民間出資、

段階施工の示唆がなされてから、横断道路の早期着工に

向け建設大臣とＪＡＰＩＣ〔（社）日本プロジェクト産業協議会〕

会長出席のもと官民懇談会が開催され、事業化に向けて

具体的に動き出すことになりました。 

昭和６０年７月には、１６経済団体が結集し、東京湾横断道

路整備促進期成同盟会が設立されました。民間活力により

国の財政負担を軽減し、早期着工する特殊性から、事業主

体に対し割引き事業債発行の特別許可、無利子融資などの

優遇措置を講ずることとし、昭和６０年１２月に横断道路の事

業化が正式に決められました。これを受け、昭和６１年２月「東

京湾横断道路の建設に関する特別措置法」が制定されました。 

東京湾横断道路の技術的特長は、径１４ｍの大口径シー

ルド掘削機の適用によるトンネル掘削工事であります。もとも

とトンネルは沈埋工法で計画されていました。これは技術的

には全く問題のない完成された工法といえますが、海面上

から施工するため多数の航行船舶に支障すること、施工に

伴い海中掘削などで海水の汚濁を引き起こす欠点があり、

海事関係者や漁民の同意を取り付けるのが困難と見られ

ていました。これを一挙に解決したのがシールド工法であっ
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１９３０年までに６００万台に増加し、フェリーによる自動車輸

送は限界に達しておりました。 

サンフランシスコ湾に架かる７つの橋（表-１）はつとに有

名ですが建設の過程から３つのグループに分類することが

できます。 

第１のグループは、１９２７～２９年に完成した３橋であり、こ

れらはフェリーの混雑を解消するため、民間のフェリー会社

が建設したものです。なかでも、サンマテオ・ヘイワード橋は

延長が１０．９ｋｍもある長大橋です。 

カリフォルニア州では、１９世紀半ばのゴールド・ラッシュ以来、

道路・橋梁建設の必要性が多くありましたが、州政府には資

金はなく技術者もいなかったため、州の立法措置により１９世

紀後半以来民間で建設されたものが多いのです。１９２０年

代までこの伝統が継続していたといえます。 

これらの橋梁は、戦後州道路局に買収され、いずれも第２

次大戦後架け替えられています。 

第２のグループは、有名なオークランド・ベイ橋とゴールデン・

ゲート橋です。これらは相次いで、大恐慌対策に関係し建

設され、１９３６年及び３７年にそれぞれ完成しています。世

界の吊橋を長年にわたりリードした超弩級の吊橋です。ほと

んど同じ時期に完成していますが、オークランド・ベイ橋は連

邦政府のてこ入れを受けた州政府が事業主体であったの

に対し、ゴールデン・ゲート橋は、６郡（ｃｏｕｎｔｙ）をメンバーと

する地域行政組合（ｄｉｓｔｒｉｃｔ）が事業主体になり、建設しま

した。事業の責任は当然に郡がもつわけで、つまり住民の責

任になります。いまでいう民活と同様と考えられます。同じ時

期に全く異なる事業手法で別々に大規模プロジェクトを興

すところが、アメリカらしい凄いところと考えられます。 

第３のグループは、戦後にできた２橋であり、州政府が建

設しました。 

戦前に完成した５橋は、総延長で約３１ｋｍあり、驚くべき

ことに１９２７年から３７年までの１０年間に完成しています。
（図-２） 

ボトルネックの解消で、広域交流を実現 

サンフランシスコの地域連帯 

（佐野正道氏による） 

たのです。シールド工法の採用は、地下鉄工事に伴なう技

術の進歩のお陰であります。 

東京湾横断道路は、事業への民間活力の活用とシール

ド工法の適用の２つが死命を制する決定的特徴となってい

ます。このどちらが欠けても、東京湾横断道路は実現しなかっ

たといえます。 

 

３．海外における海峡横断道路／鉄道 

≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫ 
３－１　サンフランシスコ湾の７橋 

①７橋の建設経緯 

サンフランシスコ湾では、１９２１年現在サンフランシスコ市

に出入りする自動車輸送台数は、年間８０万台でありましたが、

オークランド・ 
ベイ橋 
 

ベネシア・ 
マルチネス橋 
 サンラフアエル・ 

リッチモンド橋 
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なお、サンフランシスコ湾周辺の高速道路は、図―２に示す

ようにほぼ２重になっており、橋梁整備と相まって道路整備が

長期的な視野に立って行われていることが伺えます。 

②オークランド・ベイ橋 

ベイ橋建設の研究は、１９１０年代より民間において行われ

ており、１９２１年に国防省は民間資金による橋の計画に同

意しています。１９２６年にはサンフランシスコ市は横断道路

施設の計画を民間から募り、１４件の応募があったといいます。

このころまでは民間の事業主体論が卓越していましたが、

民営より公営に、地域より州政府に傾いてゆきました。 

１９２８年に州立法により、有料橋建設公団の設立、公団

による既存の民営有料道路の買収、新規公営有料道路の

建設を行うことができることになりました。１９２９年には、フーバー

大統領とカリフォルニア州ヤング知事は、ベイ橋建設のため

の委員会を設置し、委員会は連邦政府の債務保証のもとで

州政府がベイ橋の建設が行えるよう勧告を行っています。 

州政府交通局の道路技師であったＣ．Ｈ．パーセルは、上

記委員会の支援のもとにベイ橋の予備設計を行い、１９３１

年にベイ橋の主任技師に任命されています。州政府が事業

主体になり、工事は１９３３年５月着工、わずか３年７ヶ月の工期

で３６年１１月に竣工しました。Ｃ．Ｈ．パーセルは、建設に当たり

行政と技術の両面で活躍し、ベイ橋を完成に導きました。資

金は、連邦政府の支援により州の機関が債権を発行し調達

しました。ベイ橋は、１９２９年に起きた大恐慌の対策として、連

邦及び州政府の主導によって実施された公共事業でありま

した。 

主任技師Ｃ．Ｈ．パーセルは、１９３２年に提出したレポートに

彼の情熱を吐露しています。すなわち、ベイ橋の建設は不

可避であること、将来その経済的効果は全カリフォルニアに

及ぼすべきこと、ベイエリア全域を統合する都市圏が形成さ

れるべきこと、とベイ橋の長期的、広域的な効果を期待して

います。事業の実施にさいしては、技術、採算性の検討等コ

ンサルタントを全面的に信頼し、当時の不況対策としては、

大量の雇用、資材調達、輸送需要を喚起するため、早期着

工のための資金調達を求めています。 

③ゴールデン・ゲート橋 

橋　名 

 

構　造 
 

 

橋　長 

 

 

車線数 

 

開通年 
 

交通量 
（１９９０年） 

料　金 

管　理 

 

 

その他 

ダンパートン橋 

 

鋼箱桁横＋PC橋 
（旧橋撤去） 

 

２,６００m 

 

 

６車 

 

（旧線）１９２７年１月 
（新線）１９８４年１月 

５.４万台／日
 

 

１ドル　東行徴収 

州道路局 

ベイエリア東岸とシリ

コンバレーを連絡 

バイク通行可 

カーキネス橋 

 

トラス橋 
 

 

１,２９０m 

 

６車 

（旧線）3車南行 
（新線）3車並行＋1本緊急用 

（旧線）１９２７年５月 
（新線）１９５８年１１月 

１０.４万台／日 
 

１ドル　北行徴収 

州道路局 

ソラノ郡、セントラル

バレーとペイ東岸、

SFを連絡 

サンマテオ・ヘイワード橋 

 

鋼箱桁橋＋コンクリート橋 
（旧橋撤去） 

 

１０,９００m 

 

鋼橋　６車 

コンクリート橋　４車 
 

（旧線）１９２９年３月 
（新線）１９６７年１０月 

７万台／日 
 

１ドル　西行徴収 

州道路局 

ペイエリア東岸と 

島側を連絡 

 

オークランド・ベイ橋 

 

吊橋、トラス橋 
 

１３,５００m 
吊橋　　２,８７０m 
トラス橋　３,１００m 

１０車 
（上段）５車西行 
（下段）５車東行 

１９３６年１１月 
 

２４万台／日 
 

1ドル　西行徴収 

州道路局 

SＦとオークランド、ベ
イエリア東岸を連絡 
ベイエリアで最大の交
通量を有する橋 
バイクは、シャトルに搭
乗で通行可 

ゴールデンゲート橋 

 

吊橋 
 

２,７００m 
吊橋　　１,９７０m 
中央スパン１,２８０m 

６車 

（朝夕　リバーシブル） 
 

１９３７年５月 
 

１１万台／日 
 

３ドル　南行徴収 

ゴールデンゲート行政組合 

SFとマリン郡を連絡 

ベイエリアのシンボル 

（美しい橋） 

通行者、バイク通行可 

ベネシア・マルチネス橋 

 

トラス橋
 

 

 

１,９００m 

 

 

６車 

 

１９５２年９月 
 

８.３万台／日 
 

１ドル　北行徴収 

州道路局 

ソラノ都とコントラコスタ、

アラメダ内陸部を連絡 

バイクは、シャトルに搭乗

で通行可 

サンラフアエル・ 
リッチモンド橋 

トラス橋
 

 

 

８,９００m 

 

４車 
（上段）西行2車＋緊急1本 
（下段）東行2車＋緊急1本 

１９５６年９月
 

　 

５.２万台／日 
 

１ドル　西行徴収 

州道路局 

マリン郡とベイエリア

東岸を連絡 

サンフランシスコ湾を横断する7つの長大橋の概要 

（表-1） （佐野正道氏による） 
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薄な未開地であったので、計画にさいしベイ橋のように連邦

及び州政府の積極的支援を得ることは困難であり、かつゴー

ルデン・ゲートの景観や橋の耐震性に対し異論があり、フェリー

を運航していた南パシフィック鉄道が反対するなどで着工ま

でに時間を要しておりました。 

ゲート橋建設の提案は古く、１８７２年に鉄道起業者が行っ

た事例があります。１９１６年には、地元新聞の編集者が社

説でゲート橋の必要性をキャンペーンしたところ、提案に耳

を貸し、橋梁設計で知られていた、後にゲート橋の主任技師

になるＪ．Ｂ．シュトラウスに進言したのが、サンフランシスコ市

の土木技師オー・ショーネシーでありました。 

シュトラウスは、１９２１年に予備設計と工費の見積りを提

出しました。これは最初の本格的な計画案でしたが、景観

はグロテスクとされ実現に至りませんでした。２０年代、シュト

ラウスは熱心にゲート橋の事業興しと技術研究に没頭しま

した。事業興しに関しては、マリン・ソノマ・サンフランシスコ（市

でもある）の各郡の政治的リーダーに対し、ゲート橋の財政

を支援する地域行政組合（ｄｉｓｔｒｉｃｔ）の設立を呼びかけて

います。１９２３年に「ゴールデン・ゲート橋地域行政組合法」

が州議会を通過、２８年１２月には同名の管理組合が発足し

ました。これには、サンフランシスコ・ソノマ・デルノルト・ナパ及

びメンドシーの６郡が参加し、ゲート橋は建設に向けて一歩

踏み出しました。 

１９２９年４月、シュトラウスは地域行政組合の主任技師に

任命され、３０年４月ゲート橋の最終設計案を理事会に提出

しました。彼は、経験のある有能な多くの技術者を働かせ、

事業を進めました。同年、ゲート橋に反対していた国防省も

最終的に合意しました。 

１９３０年４月、ゲート橋建設に要する３，５００万ドルの債券

発行に関する地域行政組合６郡の住民投票が実施され、

賛成１４５，７５７票、反対４６，９５４票で可決されました。当時は

大恐慌で不況のため、証券市場は枯渇していましたが、幸

いアメリカ銀行の創始者が６００万ドルの債権を引き受けてく

れたのが幸いし、すんでのところで事業は立ち止まらずにす

みました。ゲート橋は、３３年１月に着工し、わずか４年４ヶ月後

の３７年５月に完成しました。供用当初の平均の日交通量は

約９６００台でしたが、現在では１２万台に達し、ベイエリアの

発展に貢献しています。 

ゲート橋は、１９６４年にニューヨークのベラザノ・ナローズ橋

にスパンで越されるまで、２８年間世界最長の座を保ち、その

優美さと相まって吊橋の女王でありました。明石海峡大橋に

対して日本の技術者が燃えたのも、このゴールデン・ゲート橋

に追いつくためであったのはいうまでもありません。 

３－２　ユーロ・トンネル 

１９９４年（平成６年５月）、エリザベス女王とミッテラン大統

領が出席しユーロ・トンネルの開通式がフランス側のターミナ

ルで行われました。英仏両国が鉄道トンネルを通じて陸続き

になったのは、長い抗争の歴史を有する両国にとって画期

的であり、ＥＵにとっても将来の発展を約束する基幹となる

社会基盤整備として意義深いものがあります。このとき、グレー

ト・ブリテン島は、氷河期以来９,０００年ぶりにヨーロッパ大陸

と陸続きになったといわれました。 

ユーロ・トンネル（トンネル延長４２.９㎞）は、ロンドン～パリ及

びブリュッセルを超高速列車「ユーロ・スター」でそれぞれ３

時間及び３時間１５分で結び、両岸のターミナル間では、乗

用車・バス・貨物自動車を貨車に積んで輸送する、カートレイ

ン方式によるシャトル輸送（往復のピストン輸送、片道６４分）

が行われています。 

ユーロ・トンネルは、計画・調査・試掘・建設への挑戦で長い

歴史を有し、既に１８０２年にはフランスの鉱山技師マティウに

より、トンネルの計画案がナポレオン一世に提出されています。

１８３３年にフランス人ド・ガモンはこの案を受け、海峡部トンネ

ルの地質調査と何本かのルート案（図-３）の検討を行い、１８

５６年にトンネル調査の結果をナポレオン三世に提出しています。
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１８６８年には英仏トンネル委員会が設立されています。 

１８８０～８１年に英仏両国側でボーリング・マシンにより、径

２．１３ｍのトンネルの試掘を行なわれており、延長はそれぞ

れ２０００ｍ近くに達しています。高い技術力と飽くなき情熱

がひししひしと伝わってくるのを覚えます。 

このころまでに、ユーロ・トンネルは、会社が設立されるなど

で事業化へ動きが盛り上がっていましたが、１８８２年に英仏

関係が悪化し、建設作業は中止されました。２０世紀に入っ

てからも幾多の試みがなされ、特に第二次大戦後はトンネル

建設に向けて英仏間に協力関係が生まれました。しかし、

１９７４年に勃発した中東戦争の経済的影響で、イギリス政

府は翌年ユーロ・トンネルの建設を断念しています。 

実際に英仏海峡部間の連絡は、１９３１年にフェリーの開設、

５９年には大型のホバー・クラフトの導入により行われておりました。 

現実に、ユーロ・トンネルが動き出したのは、１９８１年にミッ

テラン大統領とサッチャー首相が、ユーロ・トンネルの経済的

意義で合意し、調査を命じてからであります。８７年に英仏両

国は海峡トンネル協定に調印し、同年に両国の会社が合弁

した民間のユーロ・トンネル社が事業主体になり、工事が開

始されました。事業には政府の債務保証はありません。 

ユーロ・トンネルの完成は、２００年にもわたる両国技術者と企

業家の決意、忍耐・想像力の結晶の賜物です。事業の実

施に際しては、両国会社の協力のみならず、資機材と技術

提供・資金調達で世界規模の協力があり、広く国際協力の

モデル・ケースとなったといえます。 

３－３　コンフェデレイション橋 

「赤毛のアン」で有名なカナダ北東部セントローレンス湾

に浮かぶプリンスエドワード島とカナダ本土とを結ぶ連絡橋が、

コンフェデレイション橋で離島架橋です。海峡部の狭窄部に

建設されましたが、それでも延長は１２．９ｋｍもある２車線の

長大桁橋です。１９９７年５月に完成しています。 

この橋は技術的には、主要橋梁部はすべて工場生産に

よる規格化されたＰＣ箱桁（主要部：スパン２５０ｍの４４径間

のカンチレバー橋）とコンクリート製の橋脚（橋脚部及び基

礎部）よりなり、製作・施工の合理化とコストの縮減・工期短

縮の徹底に大きな特徴があります。 

また、このプロジェクトは、カナダ政府とＦＢＯＴ（Ｆｉｎａｎｃｅ, 

Ｂｕｉｌｄ, Ｏｐｅｒａｔｅ ａｎｄ Ｔｒａｎｓｆｅｒ）契約を結んだ民間の事

業主体が建設・運営・管理する、民活プロジェクトとしてもユニー

クな特色があります。島との連絡はフェリーにより行われてき

ましたが、冬季の結氷や強い潮流によりフェリーの安定的運

航は妨げられ、これに代わる連絡路の建設が懸案になって

いました。プロジェクトの実施にさいしては、環境保全と並ん

で必要な資金をどう調達するかが最大の課題でありました。

もともとカナダ政府は、１８７３年に地元に対して恒久的に海

峡横断の手段の提供を保障した協定があり、現にフェリー

の運航に対し毎年一定の補助金を支給してきた経緯があ

ります。このような前提をもとに構造計画・環境保全・資金計

画を含む提案が公募されましたが、多くの検討の結果、受

注した開発会社が提案した計画案が最適とされ、政府と開（図-３） ユーロ・トンネル・ルート比較図 
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（図-４） 

発会社の長期にわたる協議を経て、最終

案が纏められました。 

この案によれば、政府のプロジェクトに対

する契約会社への助成の条件は、政府が

フェリーの運航に支弁している年間４，２００

万カナダドル（３０億円，１９９２年価格）及

び物価の上昇分を橋梁の完成後３５年に

わたり支払うというものでありました。橋梁

の完成とともにフェリーの運航は廃止され、

開発会社は完成後３５年間料金徴収の権

利を有しますが、その後には橋梁は政府に

移管されることになります。 

この事例では、橋梁を建設せずフェリー

が永続する限り、政府はフェリー会社に助

成をし続ける必要があり、長期的には政府

の永久もち出しになりますが、これを民間

活力の活用でうまく回避したのがこの事

業手法でありました。 

ノルウェーではフィヨルド渡海のフェリーに対し、政府は多

額の助成金を支出していますが、フェリーの廃止を前提に、

助成金を先行支出し公営の有料橋やトンネルに充てる類似

の事例が広く行われています。 

３－４　スカンディナヴィアン連絡路 

２０００年７月、デンマークとスウェーデンを結ぶ１６ｋｍの道路・

鉄道併用のオーレスン連絡路が完成し、デンマークの女王

とスウェーデンの国王列席のもとに開通式が挙行されました。

デンマークは、１９９８年完成のグレート・ベルト・リンクの供用

により、ユトランド半島を経由しヨーロッパ大陸に既に道路と

鉄道で繋がっていましたが、今回新たにスウェーデンとノルウェー

が加わり、併せて、長年の悲願であった北欧３国の陸路によ

る一体化が図られたのです。 

デンマーク国内のグレート・ベルト連絡路、デンマークとス

ウェーデンとを結ぶオーレスン連絡路及びドイツと結ぶフェー

マルン・ベルト連絡路の３つの連絡プロジェクトは、総称して

スカンディナヴィアン連絡路と呼ばれています。これらのプロジェ

クトは、併せてこの順に三段飛びのホップ、ステップ及びジャ

ンプにも擬せられています。デンマーク及びドイツ政府は、３

番目のジャンプであるフェーマルン・ベルト連絡路の実施に

向けて、着実に準備を進めているところです。 

①デンマークの道路・鉄道による国土一体化 

デンマークは島嶼国で、ユトランド半島と多くの島々で形

成されており、１９世紀後半より国土の一体化を目的に、道路・

鉄道橋の建設が進められています。スカンディナヴィアン連

絡路計画は、この国土一体化計画の延長上にあり、デンマー

ク発展の方向を示しています。これにより、デンマークが如何

に計画的に国土の一体化事業を進めてきたかが判然としま

す。（図-５ 幹線、離島架橋も含む） 

スカンディナヴィアン連絡路位置図 
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これらの中には、戦前に景観設計を取り入れたリトル・ベ

ルト橋（１９３６年）、箱桁内部を除湿により防錆したファーレー

橋（１９７０年）等橋梁技術に国際的に影響を与えた著名な

橋梁が含まれています。 

②グレート・ベルト連絡路 

デンマークを２分する国土（ユトランド半島とフュン島側：

面積３.３万k㎡、人口２９０万人、シエラン島側：面積１万k㎡、

人口２４０万人）を道路（４車線）と鉄道（複線）で繋ぎます。

道路は橋梁が主たる構造ですが、鉄道は主航路をトンネル

で潜ります。 

最初の現実的な提案として１９３６年に国鉄が鉄道単線＋

道路2車線＋自転車道歩行者道の案を出しました。戦後幾

多の案が提案されましたが、１９７３年には、グレートベルト建

設法が制定され、道路鉄道の併設が規定されました。 

１９７８～８４年に、橋梁構造物建設に伴う、海峡部におけ

る海水の流出入阻害が環境影響上問題視され、流出入の

阻害要因を減少させる補償浚渫の概念が導入されました。 

新グレートベルト・リンク建設法が制定され、環境影響が

注目されるようになりました。このため、公共交通機関の優先

が図られ、流水のゼロ解決法（ｚｅｒｏ ｓｏｌｕｔiｏｎ）を適用する

こと、鉄道は道路より2年早く完成させること、主航路部で道

路と鉄道の分離を図ることが決められました。ここで、流水

のゼロ解決法というのは、海峡構造物設置後も通水断面積

を変えず、海水の流出入に影響しない措置をいいます。これ

によりバルト海の塩分濃度を変えず、バルト海沿岸各国の合

意を取付けています。 

政府の役割は、法律の整備、会社の設立、借入れ金の保

証であり、事業主体である政府出資のグレートベルト公社は、

法律に基づき道路及び鉄道の設計・建設・運営を行ないます。

資金は政府保証の公債に拠っており、通貨は多数国にわたっ

ています。工事の発注は大工区に基づき、橋梁は２工区及

びトンネルは１工区でありました。 

鉄道は１９９７年６月に、道路は９８年６月に完成し、デンマー

クの社会・経済・文化・スポーツの各分野で地域の活性化に

寄与しています。グレートベルト海峡で２分されていたデンマー

ク国土が一体化した効果は大きく、自動車交通量は毎年増

加し、２００４年現在日交通量は３０，０００台に達しています。 

③オーレスン・連絡路 

デンマーク～スウェーデン間のオーレスン海峡を、高速道路

路４車線及び鉄道複線で渡海する計画です。海峡部は、デ

ンマーク側から人口半島＋沈埋トンネル＋人工島＋橋梁１６

㎞で構成され、２０００年に完成しました。 

１８７２年に最初のトンネル案が、８８年には水中トンネル

案が提案されています。１９世紀初頭より検討されているユー

ロトンネルの技術的影響を受けたものと思われます。最初

の具体の橋梁案は戦前の１９３６年に提案されており、戦

後いくつかの技術的提案の経緯を経て、１９７３年に両国

政府は鉄道をＨｅｌｓｉｎｏｒｅ～Ｈｅｌｓｈｉｎｇｂｏｒｇ間に、道路を

Ｃｏｐｅｎｈａｇｅｎ～Ｍａｌｍｏ間に建設することに同意しました。

しかし、デンマークのカストルップ空港をサルトホルム島に移

設する計画が絡んでいたため、デンマーク議会は承認すると

ころとならず、白紙に戻されました。調査の結果、カストルップ

空港は移設ではなく、拡張することになり、海峡横断橋の計

画から切り離されました。１９８４年から両国に相互にいくつ

かの提言があり、８９年までにカストルップ～マルメ間に鉄道を

建設し、後に道路を敷設する案に同意しました。これでもって、

Ｈｅｌｓｉｎｏｒｅ～Ｈｅｌｓｈｉｎｇｂｏｒｇ間の鉄道計画は消滅しました。 

この間両国の議会は横断施設の建設に対し互いにエー

ルを送りあい、１９９１年３月に両国の担当大臣は有料のオー

レスン道路・鉄道建設協定（７～８月に両国議会承認）を締

結することになりました。 

事業主体として、デンマーク政府の出資会社とスウェーデ

ン政府の出資会社の合弁会社が設立され、会社は建設協

定に基づき、事業の計画、設計、財務、建設、運営及び維持
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管理を行います。 

工区割は、トンネル１工区、人工島１工区、橋梁２工区（実

際は橋梁２工区で１契約）の大工区主義であり、実施はＰＰ

Ｐ（官民協働のパートナーシップ）方式で行われました。 

④オーレスン地域 

オーレスン連絡路の供用により、デンマーク及びスウェーデ

ンの両地域は一体となり、「オーレスン地域」を構成し、さまざ

まな交流・連携を通じて更なる地域の活性化と発展を指向

しています。人口は、デンマーク側で２４０万人、スウェーデン

側で１１０万人、計３５０万を擁し、両国人口の２４％を占めて

います。なお、この地域の名称は、住民投票により正式に英

語でＯｅｒｅｓｕｎｄ Ｒｅｇｉｏｎと決められました。 

オーレスン地域は、教育レベルが高く、革新的な企業風

土があり、競争力のあるビジネス・コンプレクスを形成してい

ます。交通機関は発達し、ヨーロッパの交通の要衝にあります。

デンマークのカストルップ国際空港は世界第６位に位置し、

コペンハーゲンとマルメ合併港は北欧で第２位の貿易港に

なっています。乳製品、製薬とバイオテクノロジー、ＩＴ分野、

ホテル等企業が、この地域に新たに立地しています。またこ

の地域は、住み易く、現在３０万人以上の外国人が定住し、

北欧では一番国際的です。オーレスン連絡路は、現在、日交

通１０，０００台の交通量があります。 

この地域における各機関の協力の実施例としては、7つ

の自治体（デンマーク５及びスウェーデン２）で構成するオー

レスン委員会、１１の大学の協調による、学生１３万人、研究

者１万人を擁するヴァーチャルのオーレスン大学、オーレスン・

ビジネス協議会等があります。オーレスン大学では、どちら

の国の大学で単位をとってもよいことになっています。また、

３００社が参加する製薬とバイオ技術のメディコン・ヴァレイ・

アカデミー、大学とＩＴ会社の協調するＩＴオーレスン等の４

機関でオーレスン科学地域機構を構成しています。 

（竹内きよう氏による）（図-５） デンマークの海峡横断道路・鉄道 
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４．新全国総合開発計画における国土軸構想 

≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫ 
４－１　新たな海峡横断道路の構想 

平成１０年３月に閣議決定された「新全国総合開発計画」

において、６つの新たな海峡横断道路が新国土軸の名のも

とに位置づけされましたが、それに至るには長い経緯があり

ます。昭和３９年に国連のワイズマン地域開発調査団の「第

二東西道路」の提案がり、４４年の新全総においてこれの調

査の必要性が謳われたのが最初であります。 

昭和６２年制定の第四次全総では、東京湾では、「長期

的な視点から東京湾口を含む東京湾広域幹線道路網の

構想の検討を進める」と書かれました。伊勢湾口道路は、東

京湾におけると同様の表現でありましたが、大阪湾では「環

状交通体系について検討する」と記されました。当時大阪

湾では、鉄道トンネルの調査が行われていた関係から、道路

とは特定されていませんでした。 

平成１０年策定の新全総では、「東京湾口道路の構想に

ついては、長大橋等に係る技術開発、地域の交流・連携に

向けた取組等を踏まえた調査を進めることとし、その進展に

応じ、周辺環境への影響、費用対効果、費用負担のあり方

等を進めることにより、構想を進める」とし、第四次全総より大

きく前進し、調査課題を例示するなど具体的に表記され、頼

り甲斐のある指導指針になっています。また、この表現は、提

案された６海峡横断道路に共通で、プロジェクト間に優劣は

みられません。 

５年ごとに策定される道路整備５カ年計画では、昭和６３

年の第十次五計より東京・伊勢湾口道路が記述され、紀淡・

関門海峡道路は平成５年の第十一次五計から、島原天草

長島架橋と豊予海峡は１０年の新道路五計から入ってきま

した。従来より、道路五計の方が、プロジェクト取組に対する

姿勢が進んでいましたが、内容と表現は、新道路五計から

上位計画である新全総に揃えられました。したがって、例えば、

東京湾口・伊勢湾口・大阪湾環状道路では、かなり踏込ん

だ表現になっていた第十一次五計における「・・・地域の活

性化施策の推進とあわせ、事業の具体化を図る」から、新

道路五計の「・・・等を検討することにより、構想を進める」と

大幅に後退しています。一方、他の３海峡横断道路では、従

前より前進した表現になっています。 

平成１５年に制定された新社会資本整備法に基づく社

会資本整備重点計画では、国土軸や海峡横断道路に関

する記述は省かれています。 

表-３は、国の計画における新たな海峡横断道路の内容と

それらの調査状況を示していますが、最近では公共事業抑

制策の影響を受け、あるいは知事の交替等で、検討が休止

または緩慢化しているように思われます。 

新たな６海峡横断道路は、地域高規格道路の候補路線

に指定されており、これらは高規格幹線道路に直接接続し、

あるいは全国的な幹線道路ネットワークに組み込まれ、これ

を補強し、高密度化します。このうち、①関門海峡道路及び

豊予海峡道路は、４島一体化への挑戦の延長上にあり、②

紀淡海峡・伊勢湾口・東京湾口道路は、湾横断道路を構築

することにより、湾周辺環状道路を形成し、併せて国土軸の

役割を果たします。③島原天草長島架橋は、現在天草架

橋により熊本県のみに繋がっている天草地域を、長崎県及

び鹿児島県に直接接続し、九州西海岸の道路ネットワーク

を強化します。 

青函地域については、新全総に言及がなく、したがって青

森県は単独費で津軽海峡軸（津軽海峡及び津軽・下北半

島間）構想の調査を進めています。桜島架橋は、国及び県

の計画にはありませんが、鹿屋・垂水の経済界が中心となっ

て調査・啓蒙活動を行っています。　 

新たな海峡横断道路は、いずれも、災害時等に代替路線

の機能を果たし、生活の安全性と民生の安定性の向上に

寄与します。 

（図-６、表-３） 
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新たな海峡横断道路（構想） 

（図-６） 
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第四次全国総合開発計画 
（昭和６２年６月閣議決定） 
（各地方整備の基本方針） 
 
新全国総合開発計画：２１世紀
の国土グランドデザイン 
─地域の自立の促進と美しい
　国土の創造─ 
 
（平成１０年３月閣議決定） 
　
第３部　 

　地域別整備の基本方針
 

 
第十次道路整備五箇年計画 
（昭和６３年５月閣議決定） 
 
第十一次道路整備五箇年計画 
（平成５年５月閣議決定） 
 
新道路整備五箇年計画 
─安全で活力に満ちた社会・
　経済・生活の実現─ 
（平成１０年５月閣議決定） 
 

高規格幹線道路 
 
 
地域高規格道路 
（平成６年１２月建設省指定、 
１０年６月追加指定） 
 
　　 
　候補路線（区間） 
 

新交通軸調査（直轄計画調査） 
　地域連携共同調査（補助） 
 社会資本整備重点計画　　　
（平成１５年１０月） 

技術調査委員会（平成３年度設置） 
 

プロジェクト別技術調査委員会 
 
 
 
 
プロジェクト別社会経済調査
委員会 

・長期的な視点から、本州、四国との広域的な交通体系について検討する。   
・長期的な視点から、本州、九州との広域的な交通体系について検討する。   

島原・天草・長島架橋、豊予海峡道路、関門海峡道路（以上九州地域）、紀淡連絡道路（近畿地域）、伊
勢湾口道路（中部地域）、東京湾口道路（関東地域）の構想については、長大橋等に係る技術開発、　

高規格幹線道路14,000Ｋｍ（うち高速自動車国道：11,520ｋｍ、建設大臣の指定に基づく高規格幹線道
路＜一般国道の自動車専用道路＞：2,480ｋｍ）。なお、本州四国連絡路180ｋｍは、一般国道の自動 

長期的に6,000～8,000ｋｍを整備。　候補路線（110路線）、計画路
線（186路線、約6,950ｋｍ、調査区間延長約1,207ｋｍ、整備区間延 

西瀬戸地域や有明湾岸地域等、全国的な視点からの広域経済圏
の基礎を形成する新たな交通軸については、長期的な視点から調
査を進める。 

島原・天草・長島架橋、豊予海峡道路、関門海峡道路、紀淡連絡道
路、伊勢湾口道路、東京湾口道路等の構想については、長大橋等　

関門架橋、離島振興のための
新たな海洋架橋等については
具体化のための調査を進める。 

新 交 通 軸 の 形 成 ： 

地 域 高 規 格 道 路 ： 

必要性・実現性等基礎調査 

「暮らし、安全、環境、活力」の４分野に沿って１５の重点目標、３５の指標を設定 

海峡横断プロジェクト技術調査委員会（委員長 吉田　巌［株式会社 本州四国連絡橋エンジニアリング社長］）　　　　　　　　

①連携機能（都市相互あるいは周辺地域を連結、時間距離の短縮に
より地域の連携強化、都市環状道路）、②交通機能「地域集積圏」 

地域高規格道路の機能： 

島原天草長島連絡道路 
（長崎県南高来郡深江町～阿久根市)

豊後伊予連絡道路 
（大分市～愛媛県西宇和郡保内町) 

豊予海峡道路計画調査委員会        
（伊藤 學  東大名誉教授） 

豊予海峡道路経済調査委員会            
（樗木 武  九州大学大学院工
学研究院教授） 

豊予海峡道路計画調査委員会        
（伊藤 學  東大名誉教授） 

・関門海峡道路経済調査委員会
（阿部 成　東亜大学長） 
・関門海峡道路研究会（九経連） 
（吉田信夫　福岡大学教授） 

下北九州連絡道路 
（下関市～北九州市） 

道 路施策進め方の改革： （１）道路事業の効率化、（２）評価システムの導入、（３）透明性の確保、　　　　　　　

○２１世紀の国土づくりの考え方：経済的豊かさとともに精神的豊かさを重視及び多軸型国土構造の形成     

○４つの国土軸の形成（北東国土軸、日本海国土軸、西日本国土軸、太平洋新国土軸）     

○国土軸が相互に補完・連携することにより、多様性にとんだ美しい国土空間（庭園の島）を形成     

・基本的課題：①自立の促進と誇りの持てる地域の創造、②国土の安全と暮らしの安心確保、③恵み

豊かな自然の享受と継承、④活力ある経済社会の構築、⑤世界に開かれた国土の形成　　     

国の計画における新たな海峡横断道路（新国土軸・地域連携軸・新交通軸） 

海峡横断道路名 

国
土
計
画

 

道
路
計
画

 

調
査
委
員
会 

島原・天草・長島架橋 豊予海峡道路 関門海峡道路 

→
 

→
 

→
 

→
 

→
 

→
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地域の交流、連携に向けた取組等を踏まえ調査を進めることとし、その進展に応じ、周辺環境への影響、費用
対効、費用負担のあり方等を検討することにより、構想を進める。 

車専用道路に含まれる。　平成１5年度末完成延長：8,540ｋｍ（うち、高速自動車国道：7,343ｋｍ）、２１世紀初頭までに14,000ｋｍネットワークを概
略完成する。現在欧米の水準に到達。平成１6年度末予定では8,730ｋｍ（進捗率62％）（高速自動車国道7,363ｋｍ） 

長約2,873ｋｍ（うち供用中1,558ｋｍ） （以上平成１6年4月現在）  
往復４車線の自動車専用道路。　走行速度60～80ｋｍ/ｈ（一般国道平均走行速度36ｋｍ/ｈ）　 

に係る技術開発、地域の交流、連携に向けた取組等を踏まえ調査を進めることとし、その進展に応じ、周辺環境
への影響、費用対効果、費用負担のあり方等を検討することにより、構想を進める。 

技術・社会経済・事業手法調査 

　　　　　　　　：平成5年8月中間報告。　平成8年3月報告書 

相互を連結、高規格道路と併せ、地域の循環型ネットワークを形成、③連絡機能：主要な空港、港湾、新幹線駅等主要交通拠点や重要な地域開発
プロジェクト拠点と高規格道路等を連結、効率的な交通体系を形成、地域活性化を支援 

紀淡連絡道路技術調査委員会        
（白石成人　京大名誉教授） 

紀淡連絡道路に関わる 
社会経済効果検討委員会                                     
（吉川和弘　関西大学教授） 

伊勢湾口道路技術調査委員会        
（伊藤 學　東大名誉教授） 

伊勢湾口道路 
社会経済効果検討委員会                                   
（竹内伝史　中部大学教授） 

東京湾口道路技術調査委員会        
（佐藤弘史 土木研究所構造物
研究グループ長） 

東京湾環状道路 
経済調査委員会  
 （大田勝敏　東大教授） 

津軽海峡軸構想推進調査会           
（青森県副知事） 

第１部会：                                            
津軽海峡軸構想による発展の可能性の研究

（黒柳俊雄　北海道大学名誉教授）

第２部会：長大橋建設の技術          
（駒田敬一 財団法人海洋架橋調査会）

下北・津軽半島大橋技術調査委員会    
（伊藤 學　東大名誉教授）　
　　　　　　　　　 

紀伊淡路連絡道路 
（洲本市～和歌山市） 

三遠伊勢連絡道路 
（西部地方生活圏～伊勢志摩地方生活圏） 

三浦房総連絡道路 
（横須賀市～富津市） 

〔津軽海峡大橋〕 
下北ﾙｰﾄ（汐首岬～大間崎） 
津軽ﾙｰﾄ（白神岬～竜飛岬） 

　　　　　      パブリック・インボルブメントの実施、（４）パートナーシップの確立 

青函地域は全国的視点からの広域経済
圏の基礎を形成する新たな交通軸につい
ては、長期的な視点から調査を進める。 

青函地域は全国的視点からの広域経済
圏の基礎を形成する新たな交通軸につい
ては、長期的な視点から調査を進める。 

第二東京湾岸道路、東京湾口道路、大阪湾環状道路、伊勢湾口道路等については、地域の活性化施策の
推進とあわせ、事業の具体化を図る。 

大都市圏の自動車専用道路網の整備：　東京湾口道路、伊勢湾口道
路については、長期的な視点から調査を進める。 

長期的な視点から、大阪湾にお
ける環状交通体系について検討
する。 

長期的な視点から、伊勢湾口を含
む伊勢湾広域幹線道路網構想
の検討を進める。 

長期的な視点から、東京湾口を含
む東京湾広域幹線道路網構想
の検討を進める。 

・開発方式等：①多自然居住地域の創造、②大都市のリノベーション、③地域連携軸の展開、④広域国際

交流圏の形成     

・計画の実現に向けた取組：「参加と連携」による国土づくり（地域住民、民間企業、地方公共団体、国）     

・国土基盤投資の計画的推進：①重点的基盤投資、②効率的基盤投資、③制度体制の整備    

紀淡連絡道路 伊勢湾口道路 東京湾口道路 青函地域 

（表-３） 
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４－２　東京湾口道路      

（１）計画概要 

東京湾環状道路の一環として、横浜横須賀線と東関東

自動車道館山線を接続し、首都圏の広域幹線道路網を形

成します。海上部延長１４～１７ｋｍ。 

主橋は、基本風速４５ｍ／sec、中央径間２２００～２４００ｍ、

基礎に対して最大波高８ｍ、最大潮流１．５ｍ／sec、地盤は

砂岩で設置深度６０～７０ｍ。          

（２）社会経済効果 

①首都圏の均衡ある発展に必要な幹線道路網を構成。首

都圏中央連絡道路と一体となって、都心から５０ｋｍの環

状道路を構成し、湾岸道路とアクアラインとともに東京湾

環状道路を形成し、首都圏の交通渋滞の解消、環境の

保全及び均衡ある発展に寄与します。 

②東西国土軸の結節点を形成 

　西日本国土軸及び北東国土軸を東京の都心を経由せ

ず直接に結び付け、バイパスの役割を果たします。 

③災害時の代替ルートとして機能 

　阪神・淡路大震災の被災経験から明らかなように、幹線

道路には代替性が必要です。災害時における代替路線

の確保が図られます。 

④首都圏と海外との交流・連携ネットワークを強化 

　首都圏の国際空港や重要港湾を連結し、海外を結ぶ国

際ネットワークとしての機能を高めます。 

⑤三浦・房総半島の半島性を解消 

　三浦・房総の両半島は、地理的に袋小道になっており、他

地域との交通の阻害要因となっています。こういう半島性

を解消させ両半島を一体化させます。 

（３）地域交流の歴史的、文化的背景 

①大和武尊と東夷征伐と弟橘媛命 

　東京湾を横断する最初の記録として、古事記と日本書紀

に大和武尊の東夷征伐があります。尊はしけにあい、愛

　する弟橘媛命の入水により海神の怒りを鎮め、無事渡海

し東夷征伐を果たしました。 

②鰯が木綿を普及させた 

　江戸時代、鰯を干した房総半島産の「干鰯（ほしか）」が、

東京湾を越え浦賀の干鰯問屋を介して大量に上方に移

出され、上方の良質の木綿産業を支えました。 

（４）地域における調査研究 

東京湾岸地域活性化研究会（幹事長 東京電力 大塚  正博） 

 

イメージ図（橋梁構造とした場合）（国土交通省パンフレットより） 

4つの環状道路 

（図-７） 

（図-８） 
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エイト（８の字型道路）構想 

（図-９） 

（図-１０） 

伊勢湾口部イメージパース（橋梁案）恋路ヶ浜から神島を望む 

４－３　伊勢湾口道路      

（１）計画概要 

近畿自動車道伊勢線と東名高速・第２東海自動車道に

接続します。接続距離は７０ｋｍ。海上部延長２０ｋｍ。主橋は、

基本風速５０ｍ／sec、中央径間２０００～２３００ｍ。基礎に対

して最大波高２１ｍ、最大潮流５ｍ／sec、設置深度４０ｍ。 

（２）社会経済効果 

①中部広域幹線道路ネットワークの形成 

　第１及び第２名神、東名高速道路や東海環状自動車道

路等とともに環伊勢湾８字環状道路を形成します。 

②交通渋滞の解消と環境保全 

　名古屋圏は、車への依存度が高く、東西交通が集中し、

慢性的な交通渋滞を惹き起しています。過密な東西交流

を分流させ、渋滞の解消や物流コストの低減、健全な都

市環境の形成に寄与します。 

③東西の国土軸の形成 

　太平洋新国土軸の形成により、中部圏と南近畿・四国・南

九州との直接の連携が図られます。 

④近畿圏と中部圏の幅広い連携 

　東海南海連絡道と連結することにより、環伊勢湾及び環

大阪湾経済文化圏が有機的に繋がり中部圏と近畿圏の

幅広い連携が可能となります。これにより、東京一極集中

の弊害を是正します。 

⑤国際的規模のリゾート地域の形成 

　伊勢志摩国立公園と三河湾国定公園などを繋ぎ、三遠

南進自動車道や東海南海自動車道と一体となって、海洋

から山岳まで変化に富んだ自然や歴史的、文化的資産

等をネットワーク化し、滞在型・周遊型の国際的規模のリゾー

ト地域の形成に貢献をします。 

（３）地域交流の歴史的、文化的背景 

①持統天皇は行幸のさいに伊勢より吉田（現在豊橋市）に

船で渡ったといいます 

②渥美半島の太平洋岸を通る伊勢街道（別名熊野街道）は、

伊勢と東国との往来の近道として、古代より開かれていた

と推察されます。 

③桓武天皇の代に三河国の絹が、伊勢街道を経由して伊

勢神宮に奉納されています。 

（４）地域における調査研究 

伊勢湾岸地域活性化研究会（幹事長 新日鉄 酒井  亮） 

研究会では、三重県と知多半島を直接結ぶ、地域により密

着した湾横断道路の可能性も検討しています。 
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近畿幹線道路調査事務所 

紀淡連絡道路完成予想図 （図-１１） 

（図-１２） 

４－４　紀淡海峡連絡道路      

（１）計画概要 

神戸淡路鳴門自動車道及び近畿自動車道紀伊線等に

接続し、大阪湾環状道路を形成します。高規格幹線道路

間の接続距離は、４０ｋｍ。主橋は、基本風速５０ｍ／sec、中

央径間２１００～２７００ｍ、基礎に対して最大波高１８ｍ、最大

潮流３．５ｍ／sec、地盤は砂岩、設置深度８０～９０ｍ。 

（２）社会経済効果 

ベイエリア―世界都市関西の開発整備のために、産・学・

官の総意により大阪湾ベイエリア開発推進機構が設立され、

平成３年に「大阪湾ベイエリア開発整備のグランドデザイン」

が纏められ、６つの基本目標が掲げられました。これらは、住・

職・学・遊の諸機能が複合した快適な生活空間の形成、新

たな知的・文化的創造拠点の形成、国際交流の形成、産業

の高度化と新たな産業創造・育成拠点の創出、自然と調和

した魅力的な環境の創出、多核ネットワーク型都市圏の形成、

でありますが、この基本目標を受けて、４年１２月には「大阪

湾臨海地域開発整備法」が制定されています。紀淡海峡

連絡道路には、次のような役割が期待されています。 

①大阪湾環状都市づくりを支える 

　本四連絡道路、中国自動車道、近畿自動車道紀勢線、

大阪湾岸道路と一体となって、大阪湾環状道路を形成し、

各都市の機能を補完します。 

②関西環状都市づくりを支える 

　京奈和自動車道と組んで、関西大環状道路を形成します。

神戸、大阪、京都、関西文化学園都市及び奈良という世

界的・全国的な交流の拠点を含み、新産業の立地が進

められています。 

③太平洋新国土軸の形成を支える 

　西には本四連絡道路、四国縦貫自動車道及び豊予海峡

連絡道路を、東には東海南海自動車道と伊勢湾口道路

と連結し、太平洋新国土軸を形成します。本州四国３ルー

　トと相まって、瀬戸内海は道路のネットワークで覆われ、九州・

四国・中国・近畿は一体化します。 

④関西国際空港へのアクセスの利便性を高め、国際交流

を活発化する地域づくりを支えます。 

⑤代替性の確保された広域道路網を形成し、安心できる生

活、社会・経済活動を支えます。 

（３）地域交流の歴史的、文化的背景 

　律令制下の南海道は、現在の和歌山県、淡路、四国全

域に当たります。地域は、紀淡及び鳴門の２海峡で分断

されていましたが、地理・自然・風土等の類似性から、歴史・

文化・信仰・民族の面で一体的でありました。紀淡連絡道

路は、南海道を一体化させ、再構築に寄与します。 

（４）地域における調査研究 

大阪湾岸地域活性化研究会（幹事長 住友金属 井畑　滋） 
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４－５　関門海峡道路      

（１）計画概要 

関門海峡は、北九州市門司区と山口県下関市の間にあ

る長さ２８ｋｍ、最狭部の幅６００ｍの狭水道で、瀬戸内海と

周防灘を結んでいます。１日７００隻の船舶が航行する海上

交通の要衝。 

関門海峡道路は、橋梁により北九州都市高速（北九州

循環自動車道）及び福浦港金毘羅線（中国縦貫自動車道）

を連結します。 

主橋は、基本風速３７ｍ／sec、中央径間１２００～１４００ｍ、

基礎に対して最大潮流１．５ｍ／sec、地盤は花崗岩で設置

深度は３５ｍ。 

（２）社会経済効果 

①関門地域の一体的発展の促進 

　北九州市と下関市の中心部を直結します。関門トンネル・

関門橋と一体となって環状道路ネットワークを形成し、関

門地域の産業・経済・文化・教育面での広域的な交流・

連携に寄与し、関門都市圏の一体的発展を促進します。 

②年々増加する交通需要に対応 

　関門海峡を中心とする高規格道路は、九州側及び中国

側にそれぞれ複数の路線がありますが、これを関門橋１

本で受けています。一方北九州・下関間の地域間交通は、

関門トンネルに集中し、状態的に渋滞が生じています。関

門海峡道路は、これらの渋滞解消に寄与します。 

③交通パターンの変化に対応 

　社会・経済の活動の変化に伴い、関門地域の日常交通

の主流は、下関～門司から下関～小倉に移動するなど広

域化し、交通量が増大していますが、これに対応します。 

④代替路線の確保 

　関門トンネルは、老朽化による大規模補修のため、頻繁に

通行規制が行われ、交通支障を与えています。代替路線

となり交通障害を解消します。 

（３）地域交流の歴史的、文化的背景 

①日本書紀や古事記に、神武天皇の東征及び神宮皇后の

三韓遠征のさいの記録に、海上交通の要衝であったと記

されています。 

②源平最後の壇ノ浦の合戦、宮本武蔵と佐々木小次郎の

巌流島の決戦、馬関戦争などの史実があります。 

（４）地域における調査研究 

①関門海峡道路研究会（九州・山口経済連合会）（吉田信

夫、福岡大学教授） 

②関門海峡道路を考える懇談会（福岡・山口県、北九州・

下関市、九州経連・中国経連）（奥島 孝康 早稲田大学

総長） 

 

下関市─北九州市間の所用時間の比較 

北九州市から関門海峡を望む （図-１３） 

（図-１４） 
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西瀬戸地域の環状交通体系 

豊予海峡大橋完成予想（愛媛県佐田岬より望む） （図-１５） 

（図-１６） 

（図-１７） 

４－６　豊予海峡道路      

（１）計画概要 

大分県佐賀関半島と愛媛県佐田岬半島間の１４ｋｍの

豊予海峡を結ぶ国道１９７号で、東九州自動車道と四国縦

貫自動車道とを接続します。主橋（４径間）は、基本風速５０

ｍ／sec、中央径間３０００ｍ、基礎に対して最大波高１２ｍ、

最大潮流３．０ｍ／sec、地盤は三波川帯で設置深度は１００ｍ。 

（２）社会経済効果 

①太平洋新国土軸（高規格幹線道路）の完成 

　豊予海峡道路を経由し、中部九州から四国に、更に紀淡

海峡連絡道路を経て南関西に至る西日本の新たな高規

格幹線道路が構築され、太平洋新国土軸の骨格の機能

を果たします。 

②西瀬戸内環状道路の構築 

　東九州自動車道・山陽自動車道・しまなみ海道・四国縦

貫自動車道とに接続し、大分・福岡・山口・広島・愛媛の

各県を包含する西瀬戸内環状幹線道路を構成します。 

③瀬戸内海幹線道路ネットワークの構築 

　本四３ルート・紀淡連絡道路と組んで、瀬戸内海を幹線道

路ネットワークで覆い、九州・中国・四国及び関西は完全

に陸続きになります。 

④海上交通から陸上交通へ 

　海上交通に依存していた旅客及び貨物の輸送は、自動

車交通に転換されるので、交通の随時性・交通容量・時

間距離等が大幅に改善され、九州と本州間の交流と経

済活動が活発化します。 

⑤時間短縮と一日可能交流圏の拡大 

　自動車交通による時間短縮効果により、一日可能交流圏

が飛躍的に拡大します。 

（３）地域交流の歴史的、文化的背景 

①豊予海峡は、本名では早吸瀬戸と呼ばれ、古来より文字

通り潮流の早い舟運の難所でありました。古事記に、亀に

　乗ったものが東征のさいの神武天皇一行を案内して、急

潮流を越えたとあります。 

②佐田岬半島は男神で佐賀関は女神との謂れがあり、これ

が相向かい、相求めていると解されています。佐田岬先端

付近に野坂神社があり男神の速吸比古命が、佐田岬には

速吸日女神社があり、女神がそれぞれ祀られています。神

武東征のとき、

海中の神剣をと

りあげ天皇に奉

納した海女姉

妹が息絶え、天

皇が悼み慰霊

をされたのが謂

れです。 



 P47 KOU KYOU.69

架橋のイメージ図 

島原天草長島架橋位置図 

４－７　島原天草長島架橋      

（１）計画概要 

島原天草長島地域を、島原道路及び島原天草長島連

絡道路を結ぶことにより、県境を越えた交流連携を可能にし、

地域の活性化を図ります。 

九州縦貫自動車道、九州横断自動車道と、東九州自動

車道など九州外周を大きく一周する高速道路体系と併せて、

「丸に十の字」型の道路ネットワークを形成します。 

早崎瀬戸は国道３２４号と２５１号（九州横断）に接続し、

主橋は、基本風速４４ｍ／sec、中央径間１７００ｍ、基礎に対

して最大波高８ｍ、最大潮流３．５ｍ／sec、設置深度２０ｍ。

長島瀬戸は、国道２６６号～国道３８９（南九州西回）に接続

し、主橋は、基本風速４４ｍ／sec、中央径間１４００ｍ、基礎に

対して最大波高８ｍ、最大潮流３．５ｍ／sec、主塔基礎の設

置深度７０ｍ。 

（２）社会経済効果 

①時間短縮効果 

　現在、長崎市～鹿児島市間は７時間４０分かかりますが、

架橋整備によって３時間半で結ばれ、４時間以上の短縮

効果があります。夜間や荒天時のフェリー欠航等に左右

されないため定時制、信頼性が飛躍的に向上します。 

②産業への波及効果 

　造船・電気・自動車・食料品・航空産業などで特色ある九

州西岸地域は、三県で高度産業技術集積地域を形成し

ています。架橋整備により、地域が一体化し、産業の拡大、

新産業の創出も期待されます。また、農水産物の市場拡

大など、第一次産業への効果も期待されます。 

③広域利便性・安全性の向上と地域間交流活性化 

　三県が結ばれることにより、地域間の通勤・通学の増大、

医療機関・文化芸術施設の利便性の向上等が図られ、

生活圏が拡大します。さらには、災害時や緊急時の避難

路としての活用が期待されます。 

④観光の振興と歴史・文化 

　この地域には雲仙天草国立公園・有明海・八代海など豊

かな自然と、キリシタン文化を代表する多くの史跡・文化財、

豊かな農水産業があります。また、地理的に東アジアに近

く、西海・阿蘇九重・霧島屋久の各国立公園とも連携し、

国際的な大国立公園地域を結成します。 

（図-１８） 

（図-１９） 
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４－８　津軽海峡軸（津軽海峡大橋及び津軽・下北大橋）

（１）事業概要 

津軽海峡地域は、北東国土軸と日本海国土軸、本州と北

海道、環太平洋圏と環日本海圏のそれぞれの結節点として、

極めて重要な地位を占めています。高速道路、新幹線、国

際空港、港湾などの整備を通じて、交流機能を高め、地域

のみならずわが国の経済を活性化させます（新青森県長期

総合プラン（平成９年２月））。　　　　 

白神岬・竜飛岬ルート及び汐首岬・大間崎ルートがあり、い

ずれも海峡幅は２０ｋｍ、基本風速５０ｍ／secで、主橋の主

径間は３０００～４０００ｍの４径間吊橋が考えられます。前者で、

最大潮流２．８ｍ／sec、主塔基礎の設置深度１４０ｍ、後者

で最大潮流３．６ｍ／sec、主塔基礎の設置深度２３０ｍとなり

ます。 

津軽・下北半島間は２０ｋｍ、主橋の中央径間１０００～２０

００ｍ、地盤は砂礫で基礎の設置深度は５０～６０ｍと考えら

れます。 

（２）社会経済効果 

①北海道～本州間の旅客及び貨物輸送量の増大 

　津軽海峡交流圏では、自動車による貨物輸送を欠き、船

舶と航空にのみ依存しています。対本州貨物輸送量を、

本四連絡橋を有する四国と比べると、北海道は対人口当

たりで１／２、対旅客輸送量で１／３．８と極めて低位にあり

ます。他地域への輸送機関別の自動車による輸送分担

率は、貨物輸送量では北海道の１０．６％に対し、四国は３３．

６％、旅客輸送では北海道の０．１％に対し、四国は６５．４％

となっています。したがって、津軽海峡大橋の実現により自

動車による貨物輸送量は大幅に増大すると予想されます。 

②地域ビジョンの再構築 

　将来は、 i）八戸港、青森港、七里長浜港などを活用する

国際交流拠点の形成、及び ii）むつ小川原地域を中心と

するエネルギー拠点の形成・産業集積の実現が図られます。 

③国家プロジェクトとしての意義 

　津軽海峡地域は、ロシア極東地域や中国東北部など鉱業・

林業・漁業資源に富む環日本海圏に属し、併せて広大な

環太平洋圏の豊富な天然資源の宝庫にも繋がっていま

すので、わが国の経済を牽引する役割が期待されます。 

(３)地域の歴史的文化的背景 

今から４５００年前、三内丸山（現在の青森市）に縄文時

代最大の集落が存在していました。そこでは、採取経済を

基本にしながら、津軽海峡を越えて北海道、更には北東ア

ジア地域と広く交流し、５００年の長きにわたり繁栄を続けた

といわれています。 

（４）地域における調査研究 

本州・北海道架橋を考える会（代表幹事　福西秀和） 

（図-２０） 

津軽海峡地域 （図-２１） 
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４－９　桜島架橋 

（１）事業概要 

鹿児島市と桜島町を最短距離で連結し、北錦江湾環状

道路を形成、火山噴火に伴う避難路として機能します。現

在鹿児島港と桜島港間に桜島フェリーが運航。狭窄部は２．

７ｋｍあり、主橋は、中央径間６００ｍの５径間斜張橋の計画

案あり。基礎に対して最大潮流は１ｍ／sec、地盤は第４期

の堆積層で基礎の設置深度は５０ｍ。 

（２）社会経済効果 

①薩摩半島と大隈半島の連結と環状道路の形成 

　大隈半島の各市町村と鹿児島市が結ばれ、空港、九州

新幹線へのアクセスが容易になり、鹿屋市、志布志湾等

と鹿児島市との連携が強化されます。国道１０号・２２０号・

２２４号と連携し、錦港湾北部環状道路が形成され、交通

の利便性は向上します。 

②産業立地条件の向上 

　フェリーに比し、輸送の安全性・随時性・確実性が改善さ

れますので、垂水市・鹿屋市・志布志港の企業立地条件

を向上させます。広域観光ルート（鹿児島市・桜島・上野

原遺跡・宮崎ルート等）が発展します。大隈圏の過疎化を

抑止し、人口の配置を均等化します。 

③大隈圏住民の生活利便性の向上 

　鹿児島市に集中する教育・文化・高度医療施設の大隈

圏住民の利用が容易になります。薩摩圏との文化・芸術・

スポーツなとの催し物の共催が可能となります。 

④県土における防災ネットワークの強化 

　大隈圏における災害・緊急時に、鹿児島市からの警察・

消防・医療等の支援が受けやすくなります。また、火山噴

火時に、事前事後ともに、桜島島民の避難路として役に

立ちます。 

⑤錦港湾による交通阻害要因の除去 

　美しい自然を形成する錦港湾の恵みは計り知れず大きい

　といえますが、交通の阻害要因としても限りなく大きいとい

えます。錦港湾は県域の中にすっぽりと納まっているため、

県の道路計画として県民が共通の議論をする必要があ

ります。議論を通じて、県内に一体感が醸成され、産業・

経済、教育・文化、人材の育成等に関し活性化が期待さ

れます。 

（３）地域における調査研究 

　桜島架橋推進協議会（田中俊實）（住民の寄付で調査

を実施） 

（図-２２） 

（図-２３） 

桜島架橋 
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５．フェーマルン・ベルト連絡路建設への挑戦 

≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫ 
①フィージビリティ調査とミッシング・リンクの解消 

１９３６年、グレートベルトとオーレスンの両海峡に連絡路建

設の提案が行われた際、併せてフェーマルン・ベルト海峡に

も同様の構想が立てられました。当時これらの計画案は、技

術的にも財政的にも実現には程遠い状況にありましたが、こ

れを契機に１９３７年にフェーマルン・ベルト海峡にフェリーが

就航することになりました。以前の北欧・大陸間のフェリーは、

既存の港湾間を連結するのが常でありましたが、海峡部を

最短距離で横断するフェーマルン・ベルト海峡横断は、渡り

鳥の飛行線（Ｂｉｒｄ'ｓ Ｆｌｉｇｈｔ Ｌｉｎｅ）と一致し、これから学ん

だともいえます。 

フェーマルン・ベルト連絡路の現実的検討はやはり戦後に

なってからであり、デンマーク国鉄、デンマーク道路協会、民

間会社、民間研究会等から多くの提言がなされましたが、本

格的な政府の取組みは１９９１年に始まります。オーレスン連

絡路の建設法が議会で承認されたとき、デンマーク政府は

フェーマルン・ベルト連絡路の調査を始めています。そのとき

既に、スウェーデン政府との間で、環境保全上及び経済的

に特に問題がない限り、フェーマルン・ベルト連絡路は建設

する旨、協定で約束していたからです。 

デンマーク政府及びドイツ政府は、１９９２～９３年に第一段

階の調査を非公式に開始しました。９５年からは３ヵ年計画で、

地質・地盤調査、海峡部の構造物計画案、海域における環

境影響、交通量の解析と予測調査、経済・財政評価調査（民

間資金の活用を含む）を共同で調査をし、９９年に報告書を

提出しました。内容は、技術・環境・フェリーの交通需要、経

済財政評価・社会経済効果・改良したフェリーの評価・運営

と維持管理の見直し、財政と組織という調査分野ごとに、受

注したコンサルタントから報告書が出されており、入手可能

です。もっとも、かなりの情報は、調査主体のホーム・ページで

みることができます。フェーマルン・ベルト連絡路は、９４年にミッ

シング・リンクとして、ＥＵの高速道路網計画（Ｔｅｎｓ）に組入

れられていますので、調査費の１／２はＥＵから補助されて

いますが。その関係かどうか、徹底して情報公開をしている

ように思われます。 

ミッシング・リンクというのは、まだ繋がっていない海峡部や

山岳部の陸上交通路のことを指し、経済発展の大きな阻害

要因とされており、これの解消がＥＵの重要な課題になって

います。英仏海峡は、ユーロ・トンネルの開通によって、ミッシ

ング・リンクでなくなりましたし、スイスにおいて現在工事中の

５７ｋｍの新ゴットハルト・トンネルが完成の暁には、アルプス

のミッシンク・リンクは解消されるとされています。どうも、１８８

２年完成の現鉄道トンネルは、大量かつ高速輸送に耐えず、

今日的なリンクには数えられていないようです。 

構造計画としては、８案の中から、斜張橋による道路４車

線＋鉄道複線（延長２０㎞）、工期６．５年及び工費３０．４億ユー

ロの案と、沈埋トンネルによる道路３車線（１車線は予備）＋

鉄道単線、工期７年及び工費２８．７億ユーロ、の２案が選定

されました。 

②プロジェクトに対する民間の意向調査(ECI) 

１９９９年に提出された報告書を受け、２０００年１２月にデン

マーク及びドイツの担当大臣は事業の実施を前提に、更に

グレート・ベルト連絡路（フュン島側より） （図-２３） 
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事業計画一覧 

調査を継続するとの覚書を交換しており、これに基づき、連

絡橋に関する民間企業の意向調査（Ｅｎｑｕｉｒｙ ｏｆ Ｃｏ-

ｍｍｅｒｃｉａｌ Ｉｎｔｅｒｅｓｔ）が行われました。０１年５月にＥＵの官

報で告示され、６月から１年かけて調査が実施されました。 

建設会社、銀行、管理運営会社等応募会社６５社を書類

選考で３５社に絞り、面接調査を行い報告書に纏められまし

た。この調査には、ＥＵの補助金が交付されています。 

調査の目的は、①設計・計画・建設・ファイナンス・運営及

び移管に関する民間企業の意欲と能力の調査、②技術的・

財政的モデルとプロジェクト実現への最適解を見出すこと、

③民間投資家がプロジェクト実現のために保持すべき条件

と責務の確立、④両国政府と民間企業間のリスク分担を図

るための現実的なモデルの研究・作成でありました。 

調査は、両国のそれぞれの受注会社の合弁会社、ＦＤＪ

Ｖ（Ｆｅｈｍａｒｎｂｅｌｔ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　Ｖｅｎｔｕｒｅ）が、両国

政府から受注しました。この調査で採られた方法は、ＰＦＩ（民

間主導型公共事業）事業実施のさいに行われる官民の契

約前の協議にも似たやり方で実施され、民間からの本音を

引き出しています。 

結果は、Ａ～Ｅの５つの事業計画案に纏められ、そのうち

民間会社へのリース案と無料の公共事業案がまず排除され、

表-２（ただし、道路４車線＋鉄道複線の斜張橋案の場合）

に示す３案が検討対象案として残されました。 

Ｄ案は、デンマークがオーレスン連絡路で採用した政府保

有会社方式（日本の公団に近い）でありますが、ファイナンス

は日本のような財投によるのでなく、自ら調達し、デザイン・ビル

ドで建設します。他方Ａ案は、ユーロ・トンネルに近い民間会

社方式ですが、交通量に対するリスクは補償されるなど、政

府が責任をもつとしています。Ｂ案は、両案の折衷案で経済

的に難のある鉄道は公営、道路は民活方式と分けた形態を

採っています。いずれのケースでも施設は国が保有します。 

意向調査の報告書が纏められた２００２年６月に両国の担

当大臣は会談し、年内に事業化の是非を意思決定すること、

その後４年程度の準備期間を経て、着工し、７～８年で完成

させる、と発表しました。残念ながら、現在のところまだ着工

の意思決定はなされていないようです。 

・政府保証あり 

・両政府保有会社は、連絡路の設計、建設、

運営及びファイナンスを行う 

・後年に民営化があり得る 

 

・両政府は、ファイナンスと収入の全リスクを負う 

・設計・施工請負会社は、設計・施工費の

全リスクを負う 

 

・連絡路は両政府保有会社の所有物 

・政府保証債　・鉄道には補助金 

・全政府剰余金（現在価格）は8.48億ＥＵＲＯ 

 

・両政府保有会社は、連絡路を設計、建設、

ファイナンス及び運営する全商業権を有する 

・民間事業者はいない 

・道路は民間、鉄道は公営 

・民間事業者は連絡路のファイナンスと建設を

行う（鉄道施設は除く） 

・運営：道路は民間事業者；鉄道は政府（鉄道マネジャー） 

 

・民間事業者は、道路建設費と道路交通に対す

るマーケットリスクを負う 

・政府は鉄道に対するマーケットリスクを負う 

 

・民間のファイナンス 

・政府の投資支援を要する 

・全政府の欠損金、（現在価格）は1.71億ＥＵＲＯ 

 

・両政府保有会社 

・民間事業者は道路の専門会社 

・政府任命の共同鉄道マネジャー 

・ＢＯＴによる道路及び鉄道 

 

 

 

 

・民間事業者が全商業リスクを負う 

・政府と準備中の段階での時間切れ

のリスク 

 

・民間のファイナンス 

・補助金が必要（運営中の毎年の固定費） 

・全政府欠損金、（現在価格）は3.08億ＥＵＲＯ 

 

・両政府保有会社 

・民間事業者 

・道路・鉄道を運営する専門会社 

 
構造計画案 

事業の範囲 

 

 

 

 

リスクの分担 

 

 

 

ファイナンスの 

構成 

 

 

組織体の構成 

A案 B案 

道 路 ４ 車 線 ＋ 鉄 道 複 線 / 斜 張 橋 案  

D案 

（表-２） 
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方政治家によって提唱されました。これを受け、大学、研究

機関、経済界、地方自治体、地方機関等の専門家が、地域

のポテンシャルや障害要因を分析し、協調のためのネットワー

クとプログラムを構築する活動を開始しました。この研究活

動は１９９９年１月から３０ヶ月かけて実施され、これに対してＥ 

Ｕから５０％の補助金が出されました。これによっても、ＥＵのミッ

シンク・リンク解消への熱意を感じます。 

ＳＴＲＩＮＧ地域の連携・協調の目的は、人々が豊な生活

を享受するためであり、そのために、人 は々革新的であること、

企業精神に富むこと、将来の発展と良好な状態を持続させ

ること（Ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ）が要求されています。これらを勝ち

取る前提として、交流連携を図ろうとする人々は、相互間で、

ビジネスの発展、移動と居住の自由の確保、社会基盤と交通・

運輸施設の整備、環境・自然・風景の保全、文化の尊重、知

識・情報の交流、学問をする社会の構築、という７つの基礎

的条件を戦略的に重視しています。いずれにしても人々は、

進取的であり、積極的であり、行動的でなければなりません。

わが国によくある、もうこれでよいという、停滞型の発想は排

除されています。 

このような連携・協調の方策は、オーレスン地域のよき先例

を更に拡大し、深化し、広域化しようとするものであります。例

えば、オーレスン地域では、２国間で大学の教育・研究に連

携が行われ、相手国で学ぶ学生は現地語で勉学することに

より、お互いに理解と信密度を深めています。ＳＴＲＩＮＧ地

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③南西バルト海地域の形成 

図-２４は、フェーマルン・ベルト連絡路に関係する南西バ

ルト海地域（Ｓｏｕｔｈｗｅｓｔ Ｂａｌｔｉｃ Ｓｅａ Ｔｒａｎｓｒｅｇｉｏｎａｌ 

Ａｒｅａ－Ｉｎｖｅｎｔｉｎｇ Ｎｅｗ Ｇｅｏｇｒａｐｈｙ）を示します。これは

ＳＴＲＩＮＧ地域と略称されますが、‘Ｓｔｒｉｎｇ’は「紐」あるい

は「繋ぐ」を意味しますので、誠に上手な言葉あわせになっ

ており、さりげない用語の中にも地域のなみなみならぬ意欲

が満ち溢れています。 

ＳＴＲＩＮＧ地域は３カ国に跨り、既述のオーレスン地域（スウェー

デン１１０万人、デンマーク２４０万人、計３５０万人）とドイツのシュ

レースヴィッヒ・ホルシュタイン州（２７０万人）及びハンブルク

市（１７０万人）の合計７９０万人よりなっています。この地域は、

高度のビジネス部門、教育・研究機関、重要都市、魅力的な

自然環境、共通の文化遺産等を有する、ヨーロッパでも有数

のポテンシャルの高い地域です。しかしながら、海峡と国境と

言葉で分断された纏まりの悪い地域でありました。 

これらを改革し、長期的な展望のもとに戦略的な協調関

係を生み出すために、ＳＴＲＩＮＧの構想が各関係地域の地

（図-２５） オーレスン連絡路 

STRING地域（高等教育） （図-２４） 
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域においても同様と考えられますが、交流用語は、スウェー

デン語、デンマーク語及びドイツ語の３カ国語になります。 

先に述べたフェーマルン・ベルト連絡橋の２国間調査では、

作業用語は英語とされましたように、一般には当面英語が

共通用語になりましょうが、このような国境を越えた社会実験

に、関係地域が並 な々らぬ決意をもって持続可能な豊な生

活を追求しようとしています。 

フェーマルン・ベルト連絡路は、広域的に北欧とヨーロッパ

大陸を連結する国家間の大規模プロジェクトですが、これを

お国任せだけではなく、自分たちの地域の課題として、地域

の動機付けによって捉え行動しています。こういうところに、ヨー

ロッパ人の大人の思考があるように思われます。 

④デンマークの大きな夢 

デンマーク人にとって、フェーマルン・ベルト連絡路の完成は、

過去の栄光の回復を思わせる大きな夢になるのでないかと

考えます。 

この連絡路の完成により一体化が図られるＳＴＲＩＮＧ地

域は、３カ国に跨っていますが、もともと、スウェーデンのスコー

ネ地方は１６５８年まではデンマークの領土でありましたし、シュ

レスヴィッヒ・ホルシュタイン地方も１８６４年まではデンマーク

国王と姻戚関係にある世襲公国でありました。いずれもデン

マークは戦争に敗れ、領土を割譲させられたのです。更に遡っ

て、１１世紀はじめのカヌート大王の時代には、今のイングラン

ドはデンマークの領土であり、デーン法が支配していました。

ユーロ・トンネルも半分はデンマーク領土内にあったのです。

シュレースヴィッヒ・ホルシュタイン地方は、長年その帰属を巡っ

てデンマーク・ドイツ間の紛争の種でしたが、これを一気に決

着をつけたのがビスマルクです。デンマークは、このときの敗

戦によって、国土の４０％を失ったといわれ、国民は悲嘆に暮

れたのでありました。このとき「われわれは外で失いしところ

のものを内において取り返すを得べし。君らと余との生存中に、

われわれはユトランドの曠野を化してバラの花咲くところとな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すを得べし」と宣言し、不毛のユトランド半島に水を引き、植

樹をし、これを肥沃化し、国民に希望を与え、経済を活性化

させたのが、土木技師エンリコ・ダルカスでありました（内村

鑑三による）。 

内村は、「戦いに敗れて精神的に敗れない民が真に偉大

なる民であります」と、この技師とデンマーク人とを称えていま

す。デンマークは、酪農、畜産業などで産業、経済は拡大し、

数十年を経ずして立ち直ったのです。 

グレートベルト連絡路とオーレスン連絡路を相次いで開通

させたデンマークが、最後のジャンプとしてのフェーマルン・

ベルト連絡路の建設に極めて熱心である理由は、大陸との

直結による社会・経済的効果の大きさもさることながら、併せ

てＳＴＲＩＮＧ地域がヴァイキング時代以来デンマーク領であ

り、これと共存・共栄を図り、心理的に失地回復を図りたいと

いう気持ちが、働いているのでないかと想像します。デンマー

クは戦争で失った領土を、ＥＵの時代に、情熱と科学技術の

（図-２６） フェーマルン・ベルト連絡路 
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力で、交流・連携という形で取り戻すことになるのでないかと

考えます。もしそうであれば、何という大きな夢のあるプロジェ

クトではありませんか。デンマーク人の強靭な精神と壮大な

ロマンに驚嘆します。 

また、技術にしろ、財務にしろ、その他の実践にしろ、グレー

トベルト及びオーレスン連絡路を首尾よく完成させた実績を

もつデンマーク人の実行力は、内心大きな自信となっている

ように思われます。 

また、ロマンといえば、英語の歴史にも思い当たります。シュ

レースヴィッヒ・ホルシュタイン及び北ドイツは、アングロ・サクソ

ン人の出身地であり、したがって現在世界共通語として使

われている英語の発祥地でもあります。５世紀半ばにこの地

域の人々がブリテン島に渡り、イギリス人になり、英語のもとを

もたらしました。サクソンは北ドイツですが、アングロはユトラン

ド半島の南東部にあるアンゲルンという小さな地名に由来し

ます。現在、アングロ・サクソン系が世界をリードしていますが、

ＳＴＲＩＮＧ地域の南部にそのメッカがあるのです。 

 

６．新たな海峡横断道路の事業興しに向けて 

≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫ 
①新全国総合開発計画は活きている 

社会資本整備重点計画法に基づき、９本の事業分野別

計画（道路、治水等）を一本化した社会資本整備重点計

画（計画期間平成１５年度以降の五箇年）が、平成１５年１０

月に策定されましたが、社会資本整備の計画方針が５０年

ぶりに改革され、コストの縮減、事業間の連携強化等を図り

つつ、計画策定の重点を従来の「事業量」から、「達成され

る成果」に変更される等社会資本整備の重点化・効率化を

一層推進することとされました。何故かこの計画には、新全

総で謳われた多軸型国土構造の形成についても、地域連

携軸の展開についても、新たな海峡横断道路の構想につ

いても、まったく言及がありません。 

しかしながら、新たな海峡横断道路建設の要請があり、

国民がその必要性を理解し、容認するところとなれば、事業

化に向けての調査・研究・検討が行われるのは、極めて自然

の成行きであります。この場合、「新全総、すなわち２１世紀

の国土のグランドデザイン」に謳われた方針は、今回の社会

資本整備計画といささかも矛盾はしておりません。したがって、

新たな海峡横断道路建設に対する取組は、広く流布された

新全総の方針によるのは当然であります。 

新全総では、プロジェクト興しのために要求されている検

討課題、すなわち、長大橋等に係る技術開発、地域の交流・

連携への取組、周辺環境の保全、費用対効果・費用負担

のあり方の検討は、事業実施に向けた基本的な課題であり、

これらに対する取組として、地域住民・民間企業・地方自治

体及び国の各種・各分野の協力に基づく「参加・連携」によ

る国土づくりが提唱されています。 

また、新たな道路施策の進め方として、平成１０年の新道

路整備五計では、新全総の方針を受け、さらに、事業の効

率化、評価システムの導入、パブリック・インボルブメント（住

民参加）方式の実施、官と民の役割分担（ＰＦＩ等民間活力

の活用）といった道路政策の進め方の改革を求めています。

これも社会資本整備重点整備計画から見て、何の違和感

もなく読むことができます。 

②大規模プロジェクトは国と地域の連携で実現 

わが国は４島を一体化したいという悲願を込めて、戦前か

ら営 と々海峡横断プロジェクトを進めてきました。戦前は軍

事目的から促進がかけられましたが、戦後は一貫して産業

の振興、経済の発展のために、青函トンネルや本四架橋が

実施され、これを達成することができました。 

これらの大規模プロジェクトは２０世紀に世界に誇るべき

偉業であり、後世称えらるべき大きな遺産であります。日本人

はもっとこの事実に誇りをもってしかるべきではないでしょうか。

戦後のわが国は、よく経済成長の波に乗り、これらの大事業
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を成し遂げたものです。これらは、将来必ずわが国の発展に

更なる貢献をするものと信じ、国の偉大なる意思決定に敬

意を表したいと思います。国の意思が表明されたが故に、

わが国の経済力と技術力が呼応し、偉業を実現させたので

す。そして、その反応として、経済も技術も大きく飛躍するこ

とができました。現在は、その好循環が失われ、経済も技術

も低迷しているのは誠に残念であります。 

昨今、大規模プロジェクトの採算性が悪いことをもって、誰

が勝手にそういう事業を実施させたか式の議論が聞かれま

すが、本四連絡橋にしても東京湾横断道路にしても、自明

のことながら、れっきとした法律を制定して実施しているのです。

事業の実施において、計画どおりに収入が伸びず、また理由

があって予想以上に建設費を要したため、採算性を損なっ

たことは事実であり、関係者は大いに反省する必要があると

考えます。しかしながら、だからといって大規模プロジェクトの

実施は二度と御免というのは、短絡であります。地域経済的に、

あるいは国家的に必要なプロジェクトは実施に向けて中長

期的に取組むという冷静で柔軟な姿勢が必要であります。 

国の意思が、既存の大規模プロジェクトを動かしたと考え

ていますが、国の意思を作るのは、民主主義国家では当然

に国民の合意であります。例えば、海峡横断プロジェクトでは、

関連地域の利用予定者がこれを必要とし、地域活性化の

ために不可欠な社会基盤として望むならば、どうしてこれを

国に要求してはいけないのでしょうか。地域の住民・経済界・

地方自治体が、結束して国に働きかけることは当然であります。

そのために、新全総で課された、技術開発・地域の交流連携・

環境保全・費用対効果・費用負担という重たい課題があり、

プロジェクトを要求する側の国民も自ら求めてこれらの課題

に応え、できるところから積極的に取組まなければなりません。 

先に述べた、北欧と北ドイツのＳＴＲＩＮＧ地域の人々は、

フェーマルン・ベルト連絡路は明らかに国家間のプロジェクト

であることを知っていますが、プロジェクト興しの動機はあくま

でもＳＴＲＩＮＧ地域にあるとしているように思われます。国益

もさることながら、国境を越えた至近の地域益を優先してい

るように思われます。繰返しになりますが、ＳＴＲＩＮＧ地域の

連携・協調の目的は、自分たちが末永く豊な生活を享受する

ためであり、そのための生活態度としては、革新的であること、

企業家精神をもつこと、良好な状態を持続させる努力をし

続けること、としており、極めて積極的なのです。じっと待って

いるという態度は微塵もありません。そうすることによって、地

域的であれ、ヨーロッパ内部であれ、あるいは地球規模であれ、

どのような変化に対しても打勝てるよう、自らを強くすることを

考えているのです。ほかならぬ自分たちのため、自分たちの

地域のためなのです。 

③プロジェクトの必要性は地域の調査研究活動から 

わが国は陳情行政の国であるとは、よくいわれることですが、

陳情が悪いわけではありません。意見の開陳がなければ、

住民の意思が地方自治体あるいは国に伝わるはずはなく、

何事も動きません。問題は、陳情し頭を下げるだけに終始し、

それでこと足れりとする思考と態度にあります。例えば、４０年

も昔本四架橋のルート争いでは、盛んに陳情合戦が行われ

ました。当時は実力のある政党が存在しましたので、住民の

意を受けて、あるいは自らのためにも事柄を上手に裁くこと

ができ、大規模プロジェクトは次 に々日の目を見たのです。 

いまからみておかしかったと思うのは、大抵の陳情者はプ

ロジェクトの意義や内容にはほとんど無頓着で、実質上はプ

ロジェクト興しにも、プロジェクトにも参加していなかったので

はないかという点であります。こういう状況では、いくら大規

模なプロジェクトを実施しても、地域住民あるいは関係者に

おける地域活性化の学習効果は小さく、地域活性化に寄

与する程度も限られます。投資効果が発現しにくい構造になっ

ていたのです。例えば本四架橋では、各ルートとも四国側で

は受け皿としての島内の高規格道路の整備が軒並み遅れ

ておりました。これなど、本四架橋そのものが目的化し、これ
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をどう生かすかの視点を欠いておりました。 

幸い現在は、新全総や社会資本重点整備計画でも、社

会基盤整備に住民参加を謳っており、これが適正に実施さ

れれば、わが国の民主主義も地に足が着き、生き生きとして

くるはずと考えます。現在は社会資本整備抑制策のもと、大

規模プロジェクトに対する要請はしにくい状況にはありますが、

地域活性化のために必要とされるものは、大いに議論しそ

のための努力をしなければなりません。 

このような考えから、平成１１年に大阪で紀淡連絡道路を

含む大阪湾環状道路を視野に入れた、大阪湾岸地域活性

化研究会を組織しました。会員は大阪所在の民間企業の

本支店職員で、民間の立場から大規模プロジェクトの実施

を前提に社会経済・技術・事業手法・環境の研究を通じて、

地方公共団体や経済団体等に地域活性化施策に関する

各種の提言、意見交換、啓蒙活動等を行っています。 

なお、同趣旨の活性化研究会は、平成１２年に東京湾岸

及び伊勢湾岸地域にも結成されています。これら研究会の

事務局は、昭和６１年東京湾横断道路の事業化にさいし、

民間側の窓口として協力した海峡横断道路調査会（当時

東京湾横断道路研究会）が勤めています。また、これら研

究会の成果は、その都度同調査会の会報や（財）海洋架

橋調査会の会報「海峡横断」に登載されています。 

大規模プロジェクトの利用者であり受益者である関係地

域が、自らのこととしてプロジェクトを捉え、地域の将来を見

据えて必要な課題を調査研究し、これらの成果の提案を通

じ議論の輪を広げ、地域の活性化に大きな流れを作ってい

くことは愉快なことではありませんか。このようなやり方は、新

全総で示された国の方針に沿うと考えています。 

④技術はコスト・ミニマムに 

新全総で提案されている新たな海峡横断道路は、明石

海峡大橋より規模が大きく、水深もより深いものが含まれてい

ます。また、大半は太平洋に直接面し、海象・気象条件は、

大部分瀬戸内海に位置する本四連絡橋より一段と技術的

に難しくなります。そのために新たな技術開発を行う必要が

ありますが、それらは、構造物の規模や施工条件こそ違え、

本四架橋に挑戦以来の課題である、耐風・耐震・材料構造・

基礎工法であり、更に環境保全であります。 

本四架橋の主役であった明石海峡大橋は、未曾有の長

大吊橋の耐風性・耐震性に加えて、特に架橋地点の水深・

潮流が施工上の大きな技術的隘路となっていて、４０年前ご

ろの調査段階の時点では、建設は可能かどうかが疑問視さ

れていました。実際に、当該地点の水深と潮流ではケーソン

基礎の施工はほとんど困難との意見が支配的でありました。

径１０ｍ級のくいを多数組み合わせた多柱基礎工法の案出

を待って、土木学会に設置した技術委員会から技術的に

可能とのお墨付きを頂きました。そのころは、技術的に可能

かどうかが、主として問われていたのです。 

新たな海峡横断道路では、大部分構造物の規模は明石

大橋より大きく、施工条件は一段と厳しく、どこまでコストが縮

減できるかを、事業の実施を前提に真剣に問う必要があります。 

コストの縮減は、社会基盤整備重点計画でも要求されて

います。規模の大きい、施工条件の厳しい箇所での橋梁工

事は、コスト・ミニマムを追及する心構えが必要です。首尾よ

くコスト・ミニマムの計画案が開発・案出されたとしても、プロジェ

クトはフィージブルでないことは十分にあり得ますので、このよ

うな場合、よりコストの高い計画案は、計画としてほとんど意

味をなさなくなるのです。 

したがって、計画・設計・施工に発想の転換が要求されます。

例えば、軽量化と耐風安定性増大のための橋面の全面グレー

チング案、イニシャル・コストを下げるための暫定施工の適用

等であります。交通量の極端に少ないある箇所では、１,０００

ｍ級の吊橋に２車線＋予備車線の最小幅員の構造も視野

に入れ検討しています。吊橋の構造からして非常識である

という意見は当然にあるわけですが、逆にいえば、コスト的に
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明らかに成り立たない、単に構造的に望ましい４車線吊橋を

いくら設計しても、実施に繋がることは困難と考えられます。

供用のサービス水準の低下も省みず、なりふりかまわず、コス

ト・ミニマムの計画案を用意するのでなければ、事業の実施

は覚束ないと考えています。 

明石海峡大橋の実施へのプロセスを見ますと、建設省の

調査時代の後は、法律が先に制定され、事業主体が決まり、

架橋は必ず実施するという前提で技術開発調査費がつき

ました。これは非常に恵まれた手法でありました。これからの

大規模プロジェクトは、こうではなく、事業化が行われるかど

うかを問いつつ、技術開発と計画・設計を進めることになりま

す。これは、まさにフィージビリティ調査であり、ごく一般的で

あります。同じ技術調査といっても、この相違は大きく、恵まれ

ていた本四架橋における技術開発と計画・設計の経験に

安住することは許されません。今後コスト・ミニマムの計画案

を追及するという厳しい視点が必要とされるのは、この点か

らもいえます。 

また、このごろは各種の技術基準が整備され、多くの技術

者はこれによって教育されてきましたので、基準に依存する

程度が高く、自由な発想に欠ける嫌いがあります。基準を参

考にするのはよいが、これに縛られるのは本末転倒です。設

計は相対的なもので、財布の大きさで決まることがあることを

知る必要があります。むしろ、構造物の規模が大きければ大

きいほど、この傾向が強くなると考えています。設計のアウトプッ

トは、設計図であり、これに施工計画が加わり工費・工期が

入ります。これらの集大成が事業費になりますが、事業費は

予想の収入に支配されますので、ここで設計の見直しをす

ることになるのです。設計の前提には設計条件がありますが、

当然これの見直しに繋がるのです。 

設計条件と設計法を所与のものとする、すなわちはじめに

技術基準ありきの思想は、大規模プロジェクトの実施にはまっ

たく無力であることを知るべきであります。大規模プロジェク

トの計画や設計は、収入を睨んでの試行錯誤以外の何者

でもないのです。一方、予想される収入が少ないようであれば、

これを増やす努力が必要になります。交通量の増大を図る、

助成を増やす等であり、これは行政の分野になりますが、主

任技師はもちろん計画・設計技術者はこういう視点を併せも

つ必要があるのです。 

オークランド・ベイ橋におけるパーセル、ゴールデン・ゲート

橋におけるシュトラウスのように、行政と技術の両面で八面

六臂の活躍をし、両事業を成功に導いた主任技師の存在

は特筆すべきであります。本人たちの資質が優れていたこと

はいうまでもありませんが、技術に対する強い信念と事業に

対する飛び抜けた情熱が大きな役割を果たしたのです。 

パーセルもシュトラウスも資金調達にも関係しました。したがっ

て事業の実施に当たり、採算性に極めて神経質であり、事

業費に限度額を定めています。 

新たな海峡横断道路は当然に有料道路事業で実施さ

れると思われますが、事業の支出と収入との相対的な関係

でプロジェクトの計画が決まると考えます。したがって、主とし

て技術で決まるコストが事業を支配するといっても過言では

ありません。収入が不足する場合には、利用増進による収入

増を図る必要がありますが、プロジェクトの必要性の高さによっ

ては国や関係自治体からの助成を考える必要があります。

このための調査研究という挑戦も、将来の地域の持続可能

な発展のためには、そう困難な課題とは考えられません。 

技術というよりは発注政策に関することでいいますと、外

国では広く実施されているデザイン・ビルドによる一括発注

方式など、取入れるべき時期にきているのではないかと考え

ます。いよいよ、海峡横断道路を建設する必要が生じたとき

には、事業の経済性や合理性の追求から、比較的容易にこ

ういうデザイン・ビルド方式にシフトすることは十分に考えられ

ます。国が事業化の意思決定をするにさいし、事業手法・事

業主体を見極めて、この程度の方針を出さなければ、事業
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は成り立たないのではないかと考えます。 

東京湾横断道路で採用された民活方式は、予算作成の

時期にぎりぎりに決定されましたが、事業化するという強い

方針が政府にあったことが一番効いており、事業手法は後

から付いてきたのです。 

⑤民間活力の活用とＰＰＰ（官民協働のパートナーシップ） 

ゴールデン・ゲート橋は、６つの郡（ｃｏｕｎｔｙ）をメンバーとす

る地域行政組合（ｄｉｓｔｒｉｃｔ）が事業主体となり完成させまし

た。現在も維持・管理・運営を行っていますが、これはいまで

いう民活に極めて近い形態といえます。カリフォルニア州に

は１８４９年に金鉱発見という出来事があり、ゴールド・ラッシュ

により人口が急増し、急遽道路や橋梁を建設する必要が生

じ、民間にその道が開かれたのです。州政府はそのための

立法措置をとっており、この傾向は１９２０年代まで続きました。

サンフランシスコ湾７橋のうち、最初の３橋は１９２７～２９年の

間に民間で建設されたことは、既に述べました。 

もっとも、有料道路の本家はイギリスであり、１６世紀に馬

車が交通手段として用いられるようになると、後に馬車の通

行に耐えられるターンパイクと呼ばれる民間の有料道路が

建設されるようになりました。ローマ人が築いた舗装道路は、

５世紀初頭にローマ人の撤退後入植したアングロ・サクソン

人や８～１１世紀に侵入したヴァイキングにより、破壊され放

置されてきましたので、移動は徒歩または騎乗で行われてい

ました。最初のターンパイク法は１６３３年に制定され、ターン

パイクの建設ごとに立法措置が採られています。１８４０年に

は、その総延長は３５，２００ｋｍに達しています。 

わが国にも太政官通達による民間の有料道路の制度は

ありましたが、大規模なものは鉄道建設であり、東北本線、山

陽本線、関西本線などは発生的には民間で建設され、明治

３９年に国に買収され、国有になりました。 

これらの民間活力の活用の事例は、必要がそうさせたので

あり、必ずしも事業手法の議論をしたわけではないと考えます。 

既に述べたオーレスン連絡路の場合は、デンマーク及び

スウェーデン政府の保有会社が事業主体になり、政府の

債務保証はありますが、民間の手法で建設・維持管理を行っ

ており、わが国の公団方式に近いといえます。しかし、その

事業の実施形態は、発注者対受注者の関係ではなく、す

なわち監督者対被監督者の関係でもなく、官民が渾然一

体となって機能するＰＰＰ（官民協働のパートナーシップ）

の関係が醸成され、事業実施の効率化と経済化に成功し

ています。全く新しい画期的な手法であり、大いなる先見

性があります。 

ユーロ・トンネルの場合は、イギリスとフランスの民間企業

の合弁会社が事業主体であり、政府の債務保証はなく、純

粋の民間事業方式によっています。そうはいえ、一時トンネ

ル開通後に経営の危機が叫ばれたとき、利害関係者である

銀行、個人投資家及び両国政府は、協調的に救済措置策

を採るなど、国家的プロジェクトの存立に対し長期的視点に

立ち寛容でありました。すなわち、銀行は貸付金の資金への

繰入、個人投資家は債権価格の減額、及び両国政府はコ

ンセッション期間の６５年から９９年への延長に、それぞれ応

じたのです。 

新たな海峡横断道路の事業化に当たり、事業主体の議

論は重要でありますが、最も大事なことは初めに事業の必要

性を確認することであります。一般にわれわれは、事業の必

要性よりむしろ事業主体論や事業手法論といった方法論に

熱が入る傾向がありますが、これはやはり本末転倒であります。

プロジェクトの必要性に関し明確な意思決定があれば、相

応しい方法はあとから付いてくるものと考えます。したがって、

事業手法は民間活力の活用も視野に入れた幅広い観点

から検討し、相応しい方法を選定すればよいのではないかと

考えます。東京湾横断道路の場合には、当面道路公団の

一般有料道路で概算要求されましたが、最終的に民活方

式という事業手法で決着をみました。 
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⑥夢のあるプロジェクト 

半世紀近くも以前に明石海峡大橋の調査にさいし、原口

忠次郎元神戸市長がいい放った「人生すべからく夢なくし

てかないません」という言葉は、既に紹介しました。至言であ

ります。戦後夢を奪われた日本人に大きな夢と生きる希望を

与えてくれたのは、昭和３１年の南極探検であり、３０年代の

新幹線建設であり、本四架橋調査でありました。本土４島一

体化の夢も叶えられつつあります。 

ユーロ・トンネルは完成までに１９２年の歳月を要したと書き

ましたが、その２世紀間の挑戦への記録が写真入りの英語

や仏語の書物として市販されています。トンネルのルート比

較図（図-３）は仏語の書物からの引用ですが、１９世紀半ば

にこれだけの比較検討調査をしているのです。夢なくしてど

うしてこれだけのことができましょうか。オーレスン連絡路も１９

世紀後半に由来する長い検討の歴史をもっています。これ

らのプロジェクトは、当時の技術力と経済力では明らかに実

施は困難であったと思われます。時間の進捗に伴う技術力

と経済力の進歩、加えて政治的・軍事的な国際関係の改善

が大規模プロジェクトの実施を可能にしたといえます。夢も

希望もなく、初めから挑戦しない国民によい結果は与えられ

ません。 

本四架橋は、採算性の不良で国費の注入を受けるなど

の躓きがあり、残念に思いますが、大きな有益な社会基盤を

残したことは事実であります。構造の技術や環境保全では

道路の行政と技術に大きな影響を与えました。例えば、高速

自動車国道等幹線道路が、常襲の地震や台風に対し安全

に機能しているのは、本四架橋で開発された先端構造技

術に大きくよっているのです。自然環境や生活環境保全に

しても本四架橋は、先進的な役割を果たしたといえます。も

し本四事業のなかりせば、と想像するだけで背筋が寒くなる

のを覚えます。 

新全総で謳われた新たな海峡横断道路が、関係の地域

住民より求められ、課題に対する調査・研究が進められ、地

域をはじめ国民的合意が形成され、プロジェクトが進捗する

ことを期待しています。 

⑦橋をかける 

「人は自分と周囲との間に、一つ一つ橋をかけ、人とも、物

ともつながりを深め、それを自分の世界として生きています」。

先年話題になった、美智子皇后のご講演の中のお言葉で

あります。橋をかけるということは、心に橋をかけることという

ご趣旨と理解します。 

橋をかけることは、単に物理的、技術的な事業であるばか

りでなく、人の精神活動の拡大と深化をもたらす知的行為で

あるといえます。そうであればこそ、昔から人は遠い向こう岸

へ、とりわけ海を越えて橋をかける夢を見つづけてきたのです。 

海に橋をかけることは、人に夢を育ませ、人を鼓舞し、人を

動かせます。実現した暁には、人の活動を助け、人の生活

を豊かにし、人に喜びを与えます。その橋の上に、さらに心の

橋がかけられ、人の夢を大きく膨らませてゆくのです。特に

若い人 に々はそうあって欲しいと期待しています。 
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また参加者から今回の技術発表会についてのアンケー

トを実施していますので、その一部を紹介します。 

（１）意見・要望 

・ テキストの出来もよく、内容もすばらしく大変参考になった。 

技術発表会は当初、外部を対象として企画され、昨

年の８月２６日（木）を開催日としてポスターを作成し、６月

１日（火）から申し込みの受け付けを開始したところ、予

想以上の関心の高さで参加希望者は北は北海道から

南は九州、沖縄までの官公庁、コンサルタント、学校関係

等定員をかなりオーバーする多数の参加希望者があり

ました。また会員からも是非との参加希望があり、会員

向け及び一部会員外向けに急遽８月６日（金）にも開催

することになりました。 

ここでは８月２６日の発表会の模様を紹介いたします。 

 

進行役は出嶋広報委員長が行い、山川副会長の開

催挨拶にひき続き、以下のプログラムで発表がなされま

した。 

メインテーマ　“鋼橋技術の今とこれから” 
【基調講演】 

 
 

【技術発表】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総括講演】 

 

 

「21世紀に生きる橋梁技術として」 
　　　東京大学大学院　工学系研究科　社会基盤工学専攻　教授　藤野　陽三 

 

Theme１「新しい鋼橋の紹介」     　 
　　　１．少数主桁橋 

　　　２．複合構造（合成床版を含む） 

　　　　　①複合構造橋梁 

　　　　　②鋼・コンクリート合成床版 

Theme２「鋼橋の長寿命化に向けて」　 
　　　１． 鋼橋の長寿命化「防錆・防食」 

　　　　　①塗装と溶射 

　　　　　②ニッケル系高耐候性鋼 

　　　２．鋼橋の長寿命化「補修・補強」  

 
「鋼橋の最近の話題から」 
　　　東京大学　名誉教授　伊藤　学 

 

 
 

 

 

……　設計研究委員会　夏秋　義広 

 

……　床版研究委員会　 佐々木　保隆 

……　床版研究委員会　 山本　晃久 

 
 

……　製作研究委員会　 大塚　洋 

……　製作研究委員会　 栗山　尚志 

……　保全研究委員会　 渡辺　陽二　山本　俊哉 

 

 

「鋼橋技術発表会」開催される 

（社）日本橋梁建設協会は今年度から外部への発信の場として「鋼橋技術発表会」を開催しました。 

■山川副会長の挨拶 
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■会場の様子 

■発表風景 

・ 内容が一般的すぎである、もう少し深い内容も欲しかった。 

・ 東京だけでなく地方でも開催して欲しい。 

・  これからは毎年開催して欲しい。 

・ 半日でやるにはボリュームがありすぎる、朝からの開催と 

したらどうか、駆け足の説明になった内容もある。 

・ パネル展示は非常によかった。 

・ 参加者数から考えても会場が狭く、また座席も狭く、硬か

った。 

・ 技術発表もよかったが、藤野先生の基調講演、伊藤先 

生の総括講演も大変有意義であった。 

・ パワーポイントのコピーも配布して欲しかった、また公表（ホ

ームページからダウンロードできるように）して欲しい。 

（２）今後希望するテーマ 

・ ＬＣＣ、アセットマネジメントについて 

・ 積算・コストについて 

・ デザイン、景観も重要では 

・ 最新の技術について 

 

　当日は先生方にも参加していただいており、今回の講

評をいただいておりますので紹介します。 

 

＊東京大学　伊藤名誉教授 

　・今回の発表会は大盛況であった。橋建協は良い技術

　を持っているが、外向けの技術発信力が弱い。 

この様な技術発表会を継続していくことを希望する。 

　・ 発表会のバリエーションを考えた方が良い。（発注者・

コンサル・橋建協のパネルディスカッション、工事報告など） 

　 

＊日本大学　五十畑教授 

　・この様な技術発表会は、毎年続けてもらいたい。 

　・結果だけの発表会でなく、橋建協で考案したような新

技術を先駆けて発表したらどうか。 

 

＊大阪大学　松井教授 

　・１回目としては、非常に盛況でよかったが、内容が広範

囲になっており焦点がぼやけていた印象。 

　・関西でも行う方向で考えてはどうか。 

＊大阪工大　栗田教授 

　・非常に盛況でよかった。 

　・関西で行なう事で考えたらどうか。 

　・橋建協の提案という内容が欲しい。 

　 

＊土木研究センター　成田理事長 

　・橋建協も、鋼橋上部工に固執することなく、関連部門

を幅広く見て、必要な技術開発を進めて行く必要があ

るのでは。 

■藤野先生による基調講演 
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■講師の面々 

■質疑応答 

＊東京大学　藤野教授 

　・現在、大学の中で土木関係は人気がなくマイナーな学

科になっている。これまでは、本四架橋などビックプロジェ

クトが多く、黙っていても学生は建設業界に興味を持っ

て学業に取組んでいた。最近は、世の中の目を引くよう

なプロジェクトも無いので、必然的に建設関係の人気

は無くなってきている。 

　 そこで、協会の皆さんには、少ない財源の中で、狭い範

囲の中でも若者の興味を引くようなプロジェクトを計画

することを工夫してもらいたい。 

 

以上のように多数の参加者から意見がよせられました。

鋼橋のイメージアップ、アピールの場として非常に有意義

であったと思います。 

■パネル展示 ■パネル展示の説明 

■受付の様子 

■伊藤先生による総括講演 
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発表会を行い、このときは200名の参加者がありました。 

会場では参加者にアンケート実施し、その結果、

95％の方から、今後もこのような技術発表会の継続

的な開催を要望する声が寄せられ、鋼橋の技術に

対する関心の高さが伺われました。要望されたテー

マも多岐にわたっていましたが、特に多かったのは“設

計（耐震、耐風、疲労を含む）”と“維持管理”であり、

今後のわが国の社会資本整備においては、技術者

がまさに“更なる創意工夫”をもって取り組むべき分

野でもあります。 

今回、鋼橋技術発表会を開催するに際し、講演を

賜った両先生のほかにも、多くの先生方にご参加を

賜り、多くの貴重な講評も頂きました。講評は、今後

の当協会にとって大変参考になる内容ばかりであり、

主催者側として先生方に深く感謝申し上げます。また、

先生方からもこのような発表会の機会を増やしたほ

うがよいというご指摘も多く頂きました。このご指摘は、

参加者に実施したアンケートの結果とも一致するもの

でした。 

近畿地区ではすでに、“鋼橋技術講習会”を毎

年行っています。この講習会との調整は必要ではあ

りますが、日本橋梁建設協会としては、鋼橋の技術の

普及に努めていくため、今後は、鋼橋技術発表会を

毎年行っていく予定です。来年は本年の講評および

アンケート結果を踏まえ、メインテーマを“鋼橋の最前線”

とし、“最新の鋼橋技術”および“アセットマネージメント

関連（維持･補修・管理技術を含める）”の2つをテー

マとして、平成１７年８月末に開催したいと考えています。

また、当日配布したテキストを技術資料として誰もが活

用できるようにするため、日本橋梁建設協会ホームペー

ジに掲載し、会員以外の方であってもダウンロードがで

きるようにしていく事にしました。 

昨年の8月26日全電通労働会館　全電通ホールに

て、日本橋梁建設協会の主催で、第1回鋼橋技術発

表会が開催されました。テーマは“新しい鋼橋の紹介”

と“鋼橋の長寿命化に向けて”であった。開会直後に

東京大学藤野教授の基調講演“21世紀に生きる橋

梁技術者”、また、閉会の前に東京大学伊藤名誉教

授の総括講演“鋼橋の最近の話題”が行われました。

両講演ともに、橋梁技術者が更なる創意工夫をもって

一層魅力ある社会資本整備に携わることを期待され

た内容であり、技術者としての責任の大きさを再認識

しました。 

テーマのうち“新しい鋼橋の紹介”では、設計・架設・

床版研究委員会が中心となって、少数主げた橋、複

合構造、合成床版を取り上げ、構造特性、経済性、

施工事例の紹介だけでなく、今後の課題についての

検討結果の説明も行いました。また、“鋼橋の長寿

命化にむけて”については、製作・保全研究委員会

が中心となり、耐候性鋼材、亜鉛アルミ溶射、補修補

強事例を取り上げ、先のテーマと同様に、構造特性

から、経済性および今後の課題についてまでの幅広

い説明を行いました。　　 

これまで鋼橋に関してはこのような機会が比較的

少なかったこともありますが、参加者は450名と大盛

況でした。8月26日の参加者の大部分は、橋梁の発

注官公庁およびコンサルタントの技術者でした。質疑

応答では、質問のほかに建設的な意見も多く出され

ました。例えば、“新しい構造形式を考えるとき、思わ

ぬところに新しく出てくるであろう課題に対する配慮

が必要である。”“外国の技術者は日本の橋梁を構

造的に高く評価し、美観的には少し劣ると評価して

いる。”など、今後の技術開発のヒントとなるものも多々

見られました。また、会員向けとして、8月6日にも同様の

鋼橋技術発表会を終えて〈実行委員会〉 
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はじめに 

平成１１年春期既刊・「虹橋」６０号において、仮組立

検査省略の概要
注1）
と当協会としての運用に関する提案

を行った。当時の適用条件は桁形式がI桁、直橋、斜角

７５°以上で、架設方法が多点支持ベント工法であること

に限定していた。その後のさらなる社会要求の変化や

製作管理技術の進歩を考慮して、当協会として適用範

囲の拡大を追加提案することにした。 

平成１４年3月改訂の鋼道路橋示方書には、仮組立

検査省略に対する考え方が明確に示された。製作途中

の細かい手順や方法論である仕様規定（仮組立）をで

きるだけ省いて（製作会社にまかせて）、最終的な要求

性能（架設完了後の組立精度）を明確にしてコストダウ

ンを推進できる枠組みを目指している。これは、性能規定

の考え方が導入された結果といえる。 

一方、この数年は、製作会社においても、IT環境が大

きく変化し、大型コンピューターからEWSさらに多数のPC

へとダイナミックなダウンサイジングが起こった。それに加

えてPCの性能向上により、3次元原寸を行っても従来の2

次元原寸の能率を凌ぐ能率で処理できるようになってきた。 

情報伝達のエラーやケアレスミスが皆無になるわけで

はないが、組立や仮組立で断面が合わないといったよう

なダメージの大きい誤作は、なくなってきた。 

この報告は、これらの事実と実績を踏まえて、仮組立

検査省略の範囲の拡大を提案するものである。 

 

第1章　改訂された道路橋示方書におけ

る仮組立検査省略の概要
 

１．鋼道路橋示方書の改訂について 

平成８年１２月度発行の示方書（以下旧示方書）には、

仮組立検査省略に関する条文、解説文ともに記述され

ていない。 

今回、平成１４年３月の改訂（以下新示方書）におい

ては全編を通じて性能規定の思想が導入された結果、

仮組立に関しては17.1.4検査の解説文中に『いわゆる

仮組立は橋の完成形としての組立精度を必要に応じて

製作・施工の途中段階で確認する等のために行うもの

であり、所要の精度が確保できる場合には省略すること

も可能である。したがって、今回の改訂では検査の項目

としては、部材・組立精度と改めた。』とされている。 

旧示方書では「仮組立」の項目に入っていた部材精

度を明確に要求性能と位置づけ、項目を立てて記述し

ている。17.3.2部材精度には寸法精度の要求の考え方、

さらに部材精度のみなし規定として表－17.3.6部材の精

度が示されている。 

17.3.3組立精度の条文には架設完了後の組立精度

の許容値が示されているが、仮組立としての独立した条

文は用意されてない。 

 

仮組立検査省略に関しては同じく17.3.3組立精度の

解説に『製作・架設の途中段階で部材を組み合わせた

状態で行う寸法精度の確認（仮組立）は、架設完了後

に所要の組立精度が得られることを事前に確認するた

めに行うものであり、構造が単純で精度管理が容易な橋

等、部材精度や支承の据え付け精度を確実に保つこと

で仮組立を行わなくても架設完了後の組立精度を確保

仮組立検査省略の適用拡大について（改訂案） 

製作研究委員会　　製作技術部会 
架設研究委員会　　架設第1部会・架設第２部会 
 

注1） 橋建協では、仮組立費の減額を伴う「仮組立の簡略化」や「仮組立省
略」という用語を包括する用語として、「仮組立検査省略」という表現を
使用している。 
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第2章　仮組立検査省略運用の改定案
 

１．適応範囲の拡大 

前回６０号において提案した適応条件は、次に示す通

りである。 

（1）製作～架設までが一体となった工事。 

（2）発注時の契約図書(特記仕様書等)に仮組立検

査省略を明記した工事。または、出来形精度を保

証する条件で、発注者から仮組立検査省略の承

諾を得た工事。 

（3）適用範囲 

①構造形式 ： 鈑桁（鋼床版、めっき桁は除く） 

②線　　形 ： 直線桁、折れ桁 

③斜　　角 ： ７５°以上 

④継手形式 ： ボルト継手、溶接継手 

⑤架設工法 ： 多点支持ベント工法 

 

前回提示した適用条件の中では箱桁を対象外として

いた。これは仮組立検査省略の実績が少なかったことも

一因であるが、その設計及び構造特性上、 

①鈑桁に比べ線形が複雑な場合が多い。 

　（曲線桁・ウェブ高さ変化） 

②断面形状のバリエーションが多い。 

　（矩形・台形・船底形・多セル・分割） 

③剛性が高く、ウェブ・フランジ４面の 

　ブロック間での整合が難しい。 

など簡単な条件設定で統一しにくい面を考慮した結

果である。今回の改訂（案）ではこれらについて、妥当と

考えられる制限を第４章で提示するものとし、拡大した適

応条件を以下に示す。 

することが可能な場合も考えられる。一方、構造が複雑

な橋梁形式や架設完了後の手直しを回避する目的から

仮組立を行うことが望ましい場合もある。したがって、仮

組立の必要性やその方法ならびに範囲については、橋

の構造形式、斜角、曲率及び架設方法等を十分に考慮

して検討する必要がある。』と述べられている。 

　この解説文では、構造形式、曲率、斜角、架設の方

法などの範囲を限定された、いわゆる構造が簡単で、精

度管理が容易な橋梁は、仮組立検査省略の対象工事

とできることを示しており、たとえば、主桁部材精度の計

測結果を連結版の製作に反映すれば、架設の造りこむ

組立精度を確実にする方法が可能であることを示して

いる。 

 

さらに、仮組立を実施する方法に関しては『仮組立には、

実際に部材を組み立てる方法と、部材計測を行った結

果を用いて数値シミュレーションにより組み立てた状態を

確認する方法があるが、後者の場合にも実際の形状を

計測したデータとの整合性を示す等により十分に信頼で

きることが確認されたシステムを適用すれば、品質的に

は実際に部材を組み立てる方法と同等の確認が可能

である。』とあり、数値シミュレーションは、仮組立と同等で

あるとの明確な位置づけがなされている。 

これらの示方書の改訂と、最近の技術の進歩および

実績を踏まえて、仮組立検査省略の運用をよりわかりや

すくするために当協会としての見解を明確にすると共に、

以下の拡大提案を行う。 
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仮組立検査省略の適用拡大について（改訂案） 

仮組立検査省略対象の適応範囲として 

（1）製作～架設までが一体となった工事。 

（2）発注時の契約図書（特記仕様書等）に仮組立検

査省略を明記した工事。　 

（3）適応範囲 

①構造形式 ： 鈑桁、 箱桁 

　　　　　（鋼床版、めっき桁は除く） 

②線　　形 ： 直線桁、折れ桁、曲線桁 

　　　　　　曲率半径：1000ｍ以上 

③斜　　角 ： ７５°以上　（端支点・中間支点） 

④継手形式 ： ボルト継手　溶接継手（鈑桁のみ） 

⑤桁高一定桁 

⑥架設工法 ： 多点支持ベント工法、 

　　　　　　地組立て後一括架設 

上記　　個所は追加された部分を示す。 

 
 
第３章　仮組立検査省略の場合の管理要領 

この章では、これまで運用に際して混乱を生じやすかっ

た管理項目、提出書類や管理基準についての整理を行う。 

 

１．管理手法 

仮組立検査省略の場合の要求性能は、製作の部材

精度と架設の組立精度である。請負者の任意の管理

手法として、「部材計測」以外に「部分仮組立」や「シミュ

レーション仮組立」があるが、提出書類としては、新示方

書の考え方に合わせて、「部材計測」の場合と同一であ

ることを原則とした。 

最近の技術の進歩により、仮組立検査省略の対象工

事の場合は、一般に3次元原寸が行われるようになって

きた。原寸で直接3次元の実物を作成するため、組立や

仮組立で断面が合わないといったようなダメージの大き

い誤作は、なくなってきている。その結果、仮組立検査省

略の管理手法として、「部材計測」を採用するケースが

一般的になってきている。 

「部分仮組立」や「シミュレーション仮組立」は、桁の

本数が多い場合や斜角や横断勾配が強い場合、ある

いは架設条件が特殊な場合等に、請負者が任意に行っ

て社内的に架設のリスクの軽減を計るものである。 

すなわち、精度管理が容易な橋梁として、仮組立検査

省略で発注された物件の場合は、工場では部材計測ま

でを行うのが原則であり、部分仮組立やシミュレーション

仮組立の精度確認は、請負者が、社内的に任意で行う

ものである。 

 

２．検査体制 

図－１に新示方書の改訂に準じた製作・架設のフロー

を示す。吹き出しの部分には、新示方書の該当項目を示

す。また、これに関する検査内容と提出書類をまとめたも

のを、表－１、および表－２に示す。 
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設計終了 

罫書 

原寸 材料手配 

材料入手 

切断 

加工 

組立 

工場塗装 

輸送 

架設 

床版工 

架設完了検査 

社内部材検査 部材精度確認 

社内原寸検査 社内材料検査 

社内塗料検査 

社内組立検査 

注2）架設完了検査は、高力ボルトの本締め完了後、仮支持材やベント材などの撤去後に行う 

図―１　仮組立検査省略の場合の製作・架設のフロー図 

・フランジ幅、腹板高 

・腹板間隔 

・板の平面度 

・フランジ直角度 

・部材長 

・圧縮材の曲がり 

・脚注とベースプレートの鉛直度　 

・ベースプレートの孔位置、孔径 

 

・支間長 

・そ　り 

・通　り 

 

（客先立会検査） 注２） 

部材精度 

表－１７.３.６ 

表－解１７.３.２ 

架設完了後の 

組立精度 

表－１７.３.７ 



特 集 

KOU KYOU.69 P68

注3）道路橋示方書の17.7.2　架設位置の確認に対応する基本的要求性能 
注4）有効幅員に関する基本的要求性能 
 

検査表 
チェックシート 

：　計測値を記入した表、 
：　計測結果の合否のみ記入した表 
 

表―１　検査項目と提出書類 

 

 

表－２　部材精度、組立精度（現場）の管理項目と提出書類 

検査項目 

 

原寸検査 
 

 

材料検査 
 

 

 

部材検査 

 

塗料検査 

塗装検査 

架設完了検査 

 

検査内容 

 

基本線形の確認 

一品図の確認 

 

ミルシートと現品との照合 
 

 

部材寸法精度の確認 

部材外観の確認 

 
塗料の品質規格証明書確認 

膜厚の確認・外観の確認 

組立精度の確認 

 

提出書類 

 

・基本寸法チェックシート
 

 

材料検査報告書 

・使用鋼材明細書 

・使用材料集計表 

・ミルシート 

部材検査報告書 

・検査表 

・チェックシート 

塗料検査報告書 

塗膜厚検査報告書 

架設完了検査報告書 

・検査表 

 

社内検査 

 

○ 
 

 

○ 
 

 

 
○
 
 

○ 

○ 

○ 

 

立会検査 

 

－
 

 

 

－ 
 

 

 

－ 

 

－ 

－ 

○ 

 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

 

部材精度 

（工場） 

 

 

 

 

組立精度 

（現場） 

 

 

 

 

 

フランジ幅、腹板高、腹板間隔 

板の平面度 

フランジの直角度 

部材長 

圧縮部材の曲り 

ボルト孔径の許容差 

伸縮装置 

支間長 

そり（床版施工前の架設完了時） 

通り 

支承位置のずれ
注3）
 

伸縮装置（地覆間距離）
注4）
 

 

チェックシート 

チェックシート 

チェックシート 

検査表 

チェックシート 

チェックシート 

チェックシート 

検査表 

検査表 

検査表 

検査表 

検査表 

 

提出書類 管理項目 

仮組立検査省略の適用拡大について（改訂案） 
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第4章　適用範囲の拡大に伴う制約条件
 

この章においては、仮組立検査省略の適用範囲を箱

桁に拡大するにあたっての形状的な制限とI桁・箱桁橋

共通の制限の緩和、および架設現場での微調整を容易

にするための部材詳細構造等についての制約条件を

提案する。 

なお、本提案は(社)日本橋梁建設協会の案であり、

H16.3.31国交省発行の事務連絡の「鋼橋積算基準に

おける仮組立簡略化について」に示される適用範囲と

は若干異なることに注意が必要である。（国交省の事務

連絡では、箱桁直橋、斜角90°に限って適用することになっ

ている。） 

 

１．適用拡大の対象となる箱桁に対する形状的制限 

（1）断面形状は矩形または台形で、原則として分割の

ない単セルとする。 

（2）フランジ、ウェブに角Ｒまたはナックルラインの無いも

のとする。 

 

２．Ⅰ桁・箱桁橋共通の制限 

（1）曲率半径は桁中心で1,000ｍ以上とする。 

（2）桁の折れは、支点部のみとする。 

（3）側面形状に関し、桁高変化はないものとする。 

（4）接合方式は、鈑桁の場合①ボルト接合②現場溶

接③両者の併用とする。また箱桁の場合はボルト

接合のみとする。 

（5）斜角は端支点および中間支点で75°以上とする。 

 

３．その他の制限 

（1）受注形態は、製作と架設が一体となった工事とす

る。（JV工事の場合は、工区境の断面精度管理

目標値を1/2程度にして管理する等の配慮を行う。） 

（2）架設の方法は、多点支持ベント工法または地組

立後の一括架設など製作そり、桁の通り等の管

理が容易な工法とする。 

（3）全橋長が150ｍを越えるような場合は、部材長誤

差の集積についの検討を行い、現場実測値に対

して問題にならないことを確認しておく。 

 

４．架設現場での微調整を容易にするための構造詳細 

（1）拡大孔の使用 

以下の場合は、拡大孔の使用が可能であるものとする。 

・横桁、縦桁、横構、対傾構 

・縦リブや狭隘部の作業性の悪い部分 

・主桁添接部（純断面積の計算により問題がない

場合） 

（2）付属物に関して 

・付属物と主構造を結合する部分には、（設計段階

から）長円孔などを使用する。 

・排水経路などが複雑な場合、伸縮（可撓）継手を

積極的に利用し、製作・架設の誤差の吸収が可

能なよう配慮する。 

（3）ボルト接合部の隙間 

・ 誤差の吸収を考慮して、メタルタッチを避ける。 

設計の段階で5mm以上の隙間を設ける。 

（4）連結板は母材幅から5mm控える。 

本提案は(社 )日本橋梁建設協会の案であり、

H16.3.31国交省発行の事務連絡の「鋼橋積算

基準における仮組立簡略化について」に示され
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１．はじめに 

平成１４年３月に改訂された道路橋示方書・同解説の

１７章施工において、従来、検査項目の１つとされてきた仮

組立は条文から姿を消し解説に移され、条文は、17.3.2

の部材精度と17.3.3の組立精度に改められた。この組立

精度は表-17.3.7の３項目の許容値を満足する場合には、

設計で要求する水準を満足するとみなしてよいとされた。 

 

 

 

 

 

 

この解説として、『鋼橋の基本的な寸法の確保と床版

工や舗装工等の後工程に対する影響について考慮し、

これまでの実績や施工の実情等から規定したものである』

とされている。また、17.1.4の検査についての解説文には

仮組立検査の省略について、『仮組立は橋の完成形と

しての組立精度を必要に応じて製作・施工の途中段階

で確認する等のためにおこなうものであり、所要の精度

が確保できる場合には省略することも可能である。』と明

記されている。 

さらに、仮組立は、実際に部材を組立てる方法と数値

シミュレーションによって確認する方法があるとされた。

数値シミュレーションによる仮組立も品質的には実仮組

立と同等の確認が可能であるとしている。 

近年の橋梁製作は、工場製作段階で実仮組立のみ

によらず、数値シミュレーションを用いた仮組立または部

材検査で精度管理をし架設を行う橋梁も増えてきている。 

しかし、これらの精度管理方法と架設精度に関して公 

表されたデータは少ない。そこで、1998年以降2002年まで 

に完成した橋梁について、製作途中段階の精度確認方 

法と架設完了後の組立精度について実態調査を行った。 

 

2.調査概要 

実態調査にあたっては、発注者及び橋梁形式、工場

での精度管理方法、架設完了後の精度結果等ついて

調査を行った。 

収集したデータ116件あり、その橋梁形式は、鈑桁が

42％、鋼床版31％、ついで箱桁24％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの橋梁タイプに関して、発注者別で整理した結果、

鈑桁は、県・市、ＪＨの発注工事のデータが多く、公団・公

社のデータは無かった。公団・公社は、箱桁及び鋼床版

桁のみであった。 

 

橋梁形式 
その他 
3%

箱桁 
24%

鈑桁 
42%

鋼床版桁 
(鈑桁･箱桁） 
31%

精度管理方法と架設完了後の組立精度の実態について 

製作研究委員会　　製作技術部会 
架設研究委員会　　架設第1部会・架設第2部会 
 

表-１７.3.7　架設完了後の組立精度 

項目 許容値(mm)

支間長 ±(20+L/5)

そり ±(25+L/2)

通り ±(10+2L/5)

発注者別の発注橋梁タイプの比較 

JH 地整 公団 
公社 

県、市 
その他 

鈑桁 箱桁 鋼床版（鈑桁・箱桁） その他 

��

��

��

��

��

�
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検査方法 

検査方法 

シミュレーション 
22% 実仮組立 

68%

部材 
10%

次に、製作途中に行われる工場の検査方法は、実仮

組立が全体の68%を占め、ついで数値シミュレーション

の22%、部材検査の10%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これら検査方法について、発注者別に整理すれば、

公団・公社では実仮組立のみに対して、ＪＨ、県・市では、

部材検査のみで管理しているものが見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

橋梁タイプ別に検査方法を整理すれば、鈑桁は数値

シミュレーション及び部材検査の実績も多く、これらを合

わせると実仮組立の件数を上回っていた。ここで注目し

たいのは、わずかであるが、箱桁、鋼床版桁についても

数値シミュレーションを採用して精度管理を行っている

事例もあった。数値シミュレーションの適用範囲が拡大し

てきていることが伺える。さらに箱桁で部材検査のみで

精度管理を行い現場架設を行っている事例もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＨに着目すれば、鈑桁は、その多くが数値シミュレーショ

ン仮組立または部材検査による精度管理が採用されて

いた。 
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�

JH

地整 

公団 
公社 

県・市 
その他 

仮組立 シミュレーション 部材 

�

件
数 
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��

��

��

��

��

��

��

��

�

�

橋梁タイプ別の検査方法比較 

��
��

�

��

�

��

�

�

�

�

鈑桁 箱桁 鋼床版 
(鈑桁･箱桁） 

その他 

橋　梁　形　式 

実仮組 シミュレーション 部材検査 

JH 橋梁タイプ別の検査方法 

鈑桁 

箱桁 

鋼床版 
(鈑桁･箱桁)

その他 

実仮組立 シミュレーション 部材 

� �� �� �� 	� ���
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3．検査方法と架設精度 

架設完了後の組立精度（支間長、そり、通り）について、

支間長毎に所定の規格値に対する最大誤差を取りまと

めた。なお、それぞれの組立精度のグラフの中にある実

線は、道示の表-17.3.7 架設完了後の組立精度の許容

値を示した。 

各項目における組立精度の最大誤差は、支間長ごと

にばらつきが見られた。支間長・通りで±20mm、そりでは

±40mm程度の範囲に収まっており各項目とも許容値を

十分に満足する結果が得られていた。 

 

この内、数値シミュレーション及び部材計測で検査し

たものは、支間長が35～70ｍまでの範囲で実績が多かっ

た。また、最大誤差としては、支間長が±20mm、そりが±

25mm、通りが±10mm程度の範囲であった。 

精度管理方法と架設完了後の組立精度の実態について 

��� �� �� �� ��� ���

支間長m

最
大
誤
差 

ｍ 

支間長 
��

��

��

�

���

���

���

��� �� �� �� ��� ���

支間長m

最
大
誤
差 

ｍ 

通　り 
��

��

��

�

���

���

���

�

最
大
誤
差 

ｍ 

�� �� �� �� ��� ��� ���

支間長m

そ　り 
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��
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���
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4.まとめ 

架設完了後の組立精度を確保のためには、必ずしも

実仮組立を行う必要はなく、数値シミュレーションまたは

部材検査であっても、それと同等な寸法精度確保ができ

ていた。 

ただし、これらの施工途中段階での精度管理手法に

ついては、橋梁形式、斜角、曲率、架設方法等の制約条

件に対して適正な配慮が必要である。 �

最
大
誤
差 

ｍ 

支間長m

支間長 
��

��

�

���

���

�� �� �� ��

シミュレーション 部材 道示:±(20+L/5)

�

最
大
誤
差 

ｍ 

支間長m

そ　り 
�	

	�

�	

�

��	

�	�

��	

シミュレーション 部材 道示:±(25+L/2)

�

最
大
誤
差 

ｍ 

支間長m

通　り 
��

��

�

���

���

�� �� �� ��

シミュレーション 部材 道示:±(10+2L/5)

�� �� �� �� ���
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